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はじめに 

 

 

 

平成 25 年度の地球環境科学研究院の年次報告書を発行致します。 

平成25年 9月に気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次評価報告書第１作業部会報告書(自

然科学的根拠)が公表され，さらに，翌年には第２作業部会の報告書(影響・適応・脆弱性)，第３

作業部会の報告書(気候変動の緩和)が公表されました。人間活動が 20 世紀半ば以降に観測された 

温暖化の主な要因であった可能性が極めて高い，また，気候変動の影響の証拠は自然生態系に 

最も強くかつ包括的に現れていると述べられています。地球温暖化の生態系を含む地域への影響

を理解する上での根本的な機構の解明は，当研究院の重要な課題の一つです。また，それ以外に

も越境汚染の問題，汚染物質の除去や環境の修復，さらには，経済のグローバル化に伴う大競争

時代の中での環境負荷を抑えた開発・発展など，地球環境科学研究院として，急ぎ扱うべき課題

は多々あります。研究は，主には個々の教員が行うべきと考えるものを，必要に応じて国内外の

研究者と協力して進めておりますが，それと同時に組織としては，社会や学界のニーズを踏まえ，

研究がより活性化するように普段の点検と見直しが必要です。前回の大規模な改組である環境科

学院と地球環境科学研究院の設置から９年，コース・分野の再編からも３年が経過し，さらに第

２期中期目標期間の終わりも近づいた本年度には，外部委員による点検評価も計画中です。この 

報告書も，これまで提出した報告書とともに，点検評価の資料として，研究院の改善に資するこ

とを願っています。 

 

 

                  北海道大学大学院地球環境科学研究院長 久保川 厚 
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Ⅰ 総論・機構等





− 3 −

3 
 

１ 沿革 
大学院環境科学研究科         
1977（昭和 52 年）  4 月 1 日 大学院環境科学研究科が設置される 

 4 月 1 日 環境計画学専攻修士課程，環境構造学専攻修士課程，社会環境学専攻修士課程， 環境保

全学専攻修士課程が設置される 

 4 月 1 日 環境計画学専攻博士後期課程が設置される 
 4 月 1 日 環境構造学専攻博士後期課程が設置される 

1979（昭和 54 年）  4 月 1 日 社会環境学専攻博士後期課程，環境保全学専攻博士後期課程が設置される 
1980（昭和 55 年）  3 月 10 日 管理棟・研究棟（現在の A 棟）・実験棟（6,898 ㎡）竣工 
1987（昭和 62 年） 10 月 17 日 大学院環境科学研究科創立 10 周年記念式典・祝賀会を開催 
1988（昭和 63 年）  2 月 20 日 大学院環境科学研究科創立 10 周年記念公開シンポジウムを開催 
大学院地球環境科学研究科         
1993（平成 5 年）  4 月 1 日 大学院地球環境科学研究科が設置される 

 4 月 1 日 地圏環境科学専攻（修士課程，博士後期課程），生態環境科学専攻（修士課程，博士後期

課程），物質環境科学専攻（修士課程，博士後期課程）が設置される 
 7 月 14 日 アメリカ合衆国・イリノイ大学大学院シカゴ校と部局間交流協定を締結 

1994（平成 6 年）  4 月 1 日 大気海洋圏環境科学専攻修士課程が設置される 
1995（平成 7 年）  3 月 16 日 インドネシア共和国・パランカラヤ大学と部局間交流協定を締結 
1996（平成 8 年）   2 月 9 日 イギリス・ノッチンガム大学と部局間交流協定を締結（～2002（平成 14 年）2 月 6 日） 

 4 月 1 日 大気海洋圏環境科学専攻博士後期課程が設置される 
12 月 2 日 研究棟（現在の B 棟）（第一期 4,580 ㎡）竣工 

1997（平成 9 年） 10 月 17 日 ネパール連邦民主共和国・トリブバン大学科学技術研究科と部局間交流協定を締結 
11 月 17 日 中華人民共和国・蘭州大学資源環境学院と部局間交流協定を締結 

1998（平成 10 年）  1 月 16 日 マレーシア・サバ大学科学技術研究科と部局間交流協定を締結（～ 2003（平成 15 年）1
月 15 日） 

2000（平成 12 年）  3 月 27 日 研究棟（現在の C 棟）（第二期 5,282 ㎡）竣工 
2003（平成 15 年）  9 月 29 日 大学院地球環境科学研究科創立 10 周年記念シンポジウム・祝賀会を開催 
大学院地球環境科学研究院     
2005（平成 17 年）  4 月 1 日 大学院地球環境科学研究院が設置される 

 4 月 1 日 統合環境科学部門，地球圏科学部門，環境生物科学部門，物質機能科学部門が設置される 
 4 月 1 日 大学院環境科学院が設置される 

 4 月 1 日 
環境起学専攻（修士課程，博士後期課程），地球圏科学専攻（修士課程，博士後期課

程），生物圏科学専攻（修士課程，博士後期課程），環境物質科学専攻（修士課程，博士

後期課程）が設置される 
2006（平成 18 年）  8 月 26 日 インドネシア共和国・パランカラヤ大学と大学間交流協定を締結 
2007（平成 19 年）  6 月 13 日 スイス連邦・スイス連邦工科大学チューリッヒ校と大学間交流協定を締結 
2008（平成 20 年）  7 月 31 日 中華人民共和国・廈門大学海洋科学・環境科学院と部局間交流協定を締結 

10 月 1 日 パキスタン・イスラム共和国カラチ大学と部局間交流協定を締結  
11 月 27 日 ロシア連邦・ロシア極東地質学研究所と部局間交流協定を締結      

12 月 2 日 ロシア連邦・ロシア科学アカデミーシベリア支部・寒冷圏生物研究所と部局間交流協定を

締結 
12 月 3 日 ロシア連邦サハ共和国・ヤクーツク国立大学と部局間交流協定を締結 

12 月 11 日 インドネシア共和国・イスラム大学と部局間交流協定を締結  
2009（平成 21 年）  2 月 18 日 モンゴル国・モンゴル科学アカデミー地理学研究所と部局間交流協定を締結 

 2 月 18 日 モンゴル国・モンゴル国立大学生態学研究科と部局間交流協定を締結 

 2 月 19 日 モンゴル国・国家気象水文環境監視省水文気象研究所と部局間交流協定を締結 

12 月 24 日 講義棟（614 ㎡）竣工 
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2010（平成 22 年）  2 月 1 日 ロシア連邦・ロシア科学アカデミーシベリア支部・メリニコフ永久凍土研究所と部局間交

流協定を締結 

 2 月 1 日 ロシア連邦・ロシア科学アカデミーシベリア支部・北方先住民族研究所と部局間交流協定

を締結 
10 月 24 日 ネパール連邦民主共和国・トリブバン大学と大学間交流協定を締結 
10 月 29 日 中華人民共和国・東南大学と大学間交流協定を締結 

11 月 22 日 ロシア連邦・ロシア科学アカデミーチュメニサイエンスセンター及びチュメニ石油ガス大

学と部局間交流協定を締結 
12 月 13 日 オランダ王国・自由大学地球生命科学科と部局間交流協定を締結 

2011（平成 23 年） 4 月  1 日 大学院地球環境科学研究院の分野を一部再編，大学院環境科学院のコースを一部再編 
2012（平成 24 年）  1 月 26 日 バングラデシュ人民共和国・ジャハンギルナガル大学と部局間交流協定を締結 

 5 月 31 日 ドイツ連邦民主共和国・GEOMAR | Helmholtz Centre for Ocean Research Kiel と部局

間交流協定を締結 
6 月 25 日 中華民国・国立東華大学環境科学院と部局間交流協定を締結 

2013（平成25年）  1 月 22 日 アメリカ合衆国・ユタ大学大学院 ナノ研究所と部局間交流協定を締結 
2014（平成26年） 2 月 5 日  マレーシア・サバ大学熱帯生物保全研究所と部局間交流協定を締結 

3 月 20 日 インドネシア共和国・バンドン工科大学と大学間交流協定を締結 

 
１−２ 歴代研究科長，研究院長・学院長 

職  名 氏  名 在  任  期  間 

大学院環境科学研究科長 関   清 秀  1977（昭和 52 年）4 月 1 日～1979（昭和 54 年）3 月 31 日 

高 桑 栄 松  1979（昭和 54 年）4 月 1 日～1980（昭和 55 年）3 月 31 日 

明 道   博  1980（昭和 55 年）4 月 1 日～1982（昭和 57 年）3 月 31 日 

太 田   實  1982（昭和 57 年）4 月 1 日～1986（昭和 61 年）3 月 31 日 

伊 藤 浩 司  1986（昭和 61 年）4 月 1 日～1990（平成 2 年） 3 月 31 日 

黒 柳 俊 雄  1990（平成 2 年） 4 月 1 日～1992（平成 4 年） 3 月 31 日 

小 島   豊  1992（平成 4 年） 4 月 1 日～1993（平成 5 年） 3 月 31 日 

大学院地球環境科学 

研究科長 

堀     浩  1993（平成 5 年） 4 月 1 日～1995（平成 7 年） 3 月 31 日 

戸 倉 清 一  1995（平成 7 年） 4 月 1 日～1998（平成 10 年）3 月 31 日 

西   則 雄  1998（平成 10 年）4 月 1 日～2002（平成 14 年）3 月 31 日 

池 田 元 美  2002（平成 14 年）4 月 1 日～2005（平成 17 年）3 月 31 日 

大学院地球環境科学 

研究院長・ 

大学院環境科学院長 

池 田 元 美  2005（平成 17 年）4 月 1 日～2007（平成 19 年）3 月 31 日 

岩 熊 敏 夫  2007（平成 19 年）4 月 1 日～2009（平成 21 年）3 月 31 日 

南 川 雅 男  2009（平成 21 年）4 月 1 日～2011（平成 23 年）3 月 31 日 

嶋 津 克 明  2011（平成 23 年）4 月 1 日～2013（平成 25 年）9 月 30 日 

久 保 川 厚  2013（平成 25 年）10 月 1 日～ 
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研究院長 嶋津 克明 
副研究院長 久保川 厚 
研究院長補佐 田中 俊逸 
研究院長補佐 大原 雅 

25.4.1現在 
部 門 分 野 教 授 准教授 助 教 助 手 契約職員等 

統合環境科学
部門 

 
露崎 史朗 
（部門長） 

 
井口 香織 

（事務補助員） 

自然環境保全
分野 

露崎 史朗 石川 守 
根岸淳二郎 
佐藤 友徳 

  松村 伸治 
（博士研究員） 
杉本 志織 

（博士研究員） 
伊藤 優子 

（事務補助員） 
環境地理学 

分野 
渡邉 悌二  澤柿 教伸  

 

環境適応科学
分野 

田中 俊逸 
古月 文志 

新岡 正
沖野 龍文 
豊田 和弘 

藏崎 正明 
 

篠塚 良嗣 
（博士研究員） 

 

実践・地球環境
科学分野 

山中 康裕 
荒井 眞一 

藤井 賢彦 島村 道代 
増田 良帆 

 中村 一樹 
（特定専門職員） 

佐藤 祐介 
（博士研究員） 
重光 雅仁 

（博士研究員） 
柴野 良太 

（博士研究員） 
髙尾 信太郎 
（博士研究員） 

熊 炫睿 
（博士研究員） 
荒 美紀子 

（技術補助員） 

地球圏科学 
部門 

 
吉川 久幸 
（部門長） 

 
安齋 恵子 

（事務補助員） 

環境変動解析
学分野 

杉本 敦子 山本 正伸 
山下 洋平 

入野 智久 
 

江橋 未来 
（技術補助員） 

 

化学物質循環
学分野 

吉川 久幸 鈴木 光次 
渡辺 豊 
平田 貴文 

亀山 宗彦  杉江 恒二 
（博士研究員） 
遠藤 寿 

（博士研究員） 
山口 梓 

（技術補佐員） 

大気海洋物理
学分野 

久保川 厚 堀之内 武 水田 元太 

 

青木 邦弘 
（博士研究員） 

気候力学分野 
長谷部文雄 
谷本 陽一 

藤原 正智  
 

遠藤 佑美 
（事務補助員） 
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部 門 分 野 教 授 准教授 助 教 助 手 契約職員等 

環境生物科学
部門 

 
高田 壯則 
（部門長） 

 
久原 輝美 

（事務補助員） 

陸域生態学 
分野 

甲山 隆司 
高田 壯則 

工藤  岳 
佐竹 暁子 

久保 拓弥 

 

Feugier 
Francois 
Gabriel 

（博士研究員） 
関  元秀 

（博士研究員） 
佐分利由香里 
（技術補佐員） 
雪野 奈津子 
（技術補助員） 
田鎖 智子 

（事務補助員） 
生態保全学 

分野 
大原  雅 野田 隆史  

 
岩﨑 理恵 

（事務補助員） 

生態遺伝学 
分野 

木村 正人 鈴木  仁 
三浦  徹 

 吉田 磨仁  

 環境分子生物
学分野 

森川 正章 奥山英登志 
山崎 健一 

鷲尾 健司 
 

菅原 雅之 
（博士研究員） 
本間 恵美 

（事務補助員） 

物質機能科学
部門 

 
松田 冬彦 
（部門長） 

 
長野 江実 

（事務補助員） 

生体物質科学
分野 

坂入 信夫 
松田 冬彦 

山田 幸司 
梅澤 大樹 

   

機能材料化学
分野 

嶋津 克明 
小西 克明 

神谷 裕一 七分 勇勝 

 

土谷 澄枝 
（事務補助員） 

分子材料化学
分野 

中村  博 
八木 一三 

川口 俊一 
廣川  淳 

中田  耕   

 ※ 斜体は特任教員・ゴシックは再雇用教員を示す。 
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３ 職員 
 

環境科学事務部 担 当 係 長 主 任 一般職員 契約職員等 

事務長 
宮内 政幸 

総 務 山羽 好幸 
佐藤 優子 

千葉 修士 
野崎なつみ 
田原 啓司 梅原 美佳（事務補佐員） 

教 務 
山下 昌利 

巽 貞信 
伊藤 郁子 金澤 希 

長谷川峰子（事務補助員） 

津久井成美（事務補助員） 

会 計 柴野 仁 山田 睦代 小林 由宜 本多 智子（事務補助員） 

図 書 菊池 健二    

 

 

GCOE フォロー

アップ 
元拠点リーダー 

山中 康裕 

特任助教 

島村 道代 

 
 
研究院長室秘書 倉品 佐千子（事務補佐員） 
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４ 各種委員会 
25.4.1現在 

委員会名 
統合環境 

科学 
地球圏科学 

環境生物 

科学 

物質機能 

科学 

副研究院長 

研究院長補佐 
職指定 

事務選出 

委員 
事務所掌 備考 

部門長 
会議 露崎 史朗 吉川 久幸 高田 壯則 松田 冬彦 副研究院長 

研究院長補佐 研究院長 部門長  総務担当 
申合
せで
明記 

研究院人
事委員会 露崎 史朗 吉川 久幸 高田 壯則 松田 冬彦 副研究院長 

研究院長補佐 研究院長 部門長  総務担当 ※１ 

人事制度
検討 
委員会 

露崎 史朗 
渡邉 悌二 

吉川 久幸 
杉本 敦子 

高田 壯則 
森川 正章 

松田 冬彦 
小西 克明 

副研究院長 
研究院長補佐 研究院長 部門長 事務長 総務担当  

点検評価
委員会 露崎 史朗 吉川 久幸 高田 壯則 松田 冬彦 副研究院長 

研究院長補佐 研究院長 部門長 事務長 総務担当 
内規
で 
明記 

将来計画
委員会 露崎 史朗 吉川 久幸 高田 壯則 松田 冬彦 副研究院長 

研究院長補佐 研究院長 部門長  総務担当  

施設 
委員会 

露崎 史朗 
渡邉 悌二 

吉川 久幸 
長谷部文雄 

高田 壯則 
木村 正人 

松田 冬彦 
小西 克明 

副研究院長 
研究院長補佐 研究院長 部門長 

専攻長  会計担当  

受託研究
等受入 
委員会 

露崎 史朗 吉川 久幸 高田 壯則 松田 冬彦 副研究院長 
研究院長補佐 研究院長 部門長  総務担当 

内規
で 
明記 

図書 
委員会 沖野 龍文 藤原 正智 佐竹 暁子 小西 克明     図書担当  

安全管理 
委員会 沖野 龍文 山本 正伸 三浦 徹 坂入 信夫 副研究院長

研究院長補佐 研究院長  事務長 
会計係長 会計担当 

内規
で 
明記 

放射線障
害予防安
全委員会
（使用分野

から 
若干名） 

豊田 和弘 渡辺 豊 山崎 健一 神谷 裕一     総務担当 
内規
で 
明記 

大型実験
機器管理
委員会 

根岸淳二郎 山下 洋平 鈴木 仁 坂入 信夫     会計担当 
内規
で 
明記 

EES 
セミナー 佐藤 友徳 堀之内 武 野田 隆史 山田 幸司       

病原体等 
安全管理
委員会 

  
森川 正章 
奥山英登志 
山崎 健一 
鷲尾 健司 

     総務担当 
内 規
で 明
記※2 

ヒトを対
象とする
研究倫理

審査 
委員会 

新岡 正 
藏崎 正明  山崎 健一      総務担当 

内規
で 
明記
※3 

ハラス 
メント 
相談員 

  鈴木 仁 松田 冬彦
（全学）    巽 貞信  ※4 

分野代表
教員 

石川 守 
渡邉 悌二 
豊田 和弘 
山中 康裕 

杉本 敦子 
吉川 久幸 
久保川 厚 
谷本 陽一 

甲山 隆司 
大原 雅 
木村 正人 
森川 正章 

坂入 信夫 
小西 克明 
八木 一三 

      

※１ 原 登志彦（低温）・門谷 茂（水産）

※ 任期 年： 〜

※ 任期 年： 〜 、前田 享史（工学研究科）・山本 徹（保健科学研究科）

※ 任期 年： 〜
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10 
 

５ 予算 

予算受け入れ額 
 

    (単位：千円) 

年度 運営費交付金 
間接経費 

科学研究費 共同研究 受託研究 
平成２５年度 114,425 22,017 58 11,944 
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Ⅱ 研究活動 





− 12 −

１ 研究課題 
統合環境科学部門 
「有珠山・駒ヶ岳における火山噴火後の生態系回復」

「アラスカ大規模森林火災後の森林再生」

「湿原における泥炭採掘跡地の回復機構と修復への応用」

「地域スケールの気候予測を可能とする気候モデルの開発」

「北海道における地球温暖化予測と影響予測」

「地域スケールの気候変動診断と変動要因の解明」

「日本海堆積物コアの中性子放射化分析による第四紀後期のアルカリ岩質テフラ層序の構築」

「堆積物コアの高密度な放射化分析によるアルカリ岩質テフラ降下履歴の高感度検出」

「年縞堆積物による環太平洋諸文明の高精度環境史復元」

「腐植物質溶存水溶液中の無機マンガン化学種の光酸化還元反応とマンガン酸化物による水中の二価マンガンイ

オンの吸着・酸化」

「動電的手法とファイトレメディエーションを併用した土壌修復法の開発」

「疎水性表面を有するマグネタイトによる芳香族化合物の吸着・回収挙動」

「化学工場の事故によって中国松花江に流出したニトロベンゼンの水、氷、魚試料中の定量」

「脳酸素動態の生理的多型性を考慮した標準化指標の研究」

「高次脳機能の修飾刺激応答の個体差とその影響要因の研究」

「環境汚染化学物質の次世代影響評価法構築」

「食品添加物のアポトーシス因子を指標にした細胞毒性評価」

「東南アジアにおける住民の肥満化に及ぼすポリフェノール類含有地域食物の影響」

「アオコを形成するシアノバクテリアによって生産されるプロテアーゼ阻害物質の構造と作用」

「黄金色藻 の脂質クロロスルフォリピドの立体構造の解析」

｢付着阻害活性を有する含ハロゲン化合物の生合成に関与するハロゲン化酵素の解明｣

｢ニホンウナギの産卵環境に特有な化学的因子の解明｣

｢フジツボ幼生付着阻害活性を有する天然有機化合物の活性発現機序の解明｣

「濡れ壁反応管を用いた大気不均一反応の研究」

「炭化水素の酸化反応による二次有機エアロゾル生成過程の研究」

「化学イオン化質量分析法を用いた大気中亜硝酸濃度の測定」

「地球温暖化に伴う海洋生態系 サンゴ礁・植物プランクトン・小型浮魚類 の変動予測」

「国際海洋生態系モデル相互比較研究計画におけるモデル結果の検証」

「トマム・占冠村における環境教育に関する研究」

「地球温暖化・海洋酸性化が沿岸海洋生態系に及ぼす影響評価・予測」

「持続可能な低炭素社会づくりに関する研究：特に北海道における再生可能エネルギーの普及促進に向けた研究」

「大学キャンパス内の環境負荷低減を目指すサステナブル・キャンパス活動に関する教育研究」

「河床低下による氾濫原の冠水頻度の変化と指標生物の生息環境および物質循環の現状把握」

「農業用排水路網における環境指標生物の特定とその生息環境評価」

「氷河地形と氷河流動モデルのカップリングによる日本の後期更新世氷河作用復元」

「文化遺産としての幕末蝦夷地陣屋・囲郭の景観復原－ ・ 次元画像ソフトの活用 」

「南極沿岸における溢流氷河の短期流動変化」

「カービング氷河の急激な後退に氷河流動が果たす役割 」
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「地球温暖化における北極圏の積雪・氷河・氷床の役割」

「多年度ステレオ写真解析による過去半世紀の南極氷床縁変動の追跡」

「砂礫生態系の生態系と環境変動への応答」

「中央アジア・南アジアの持続的山岳社会の構築」

「山岳国立公園における自然環境荒廃の評価・予測手法の構築」

「ヒマラヤを中心とした高山の氷河湖決壊洪水に関する研究」

「ヒマラヤ，アンナプルナ・ヒマールにおける洪水災害軽減に関する研究」

「台湾の山岳国立公園の管理に関する研究」

「大雪山国立公園の学術研究アーカイブ作成」

「氷河地質学的手法による南極氷床の長期変動メカニズムの解明」

「ステレオペア画像を用いた陸面変動解析」

「船底防汚剤の候補物質である海藻由来のハロゲン化合物の生合成酵素の解明」

「ウナギの産卵場所を決定する化学的要因の探索」

「サケ白子 DNA を鋳型として用いた銀ナノ粒子合成技術の開発」

「アルギン酸イオンを鋳型として用いた銀ナノ粒子の合成」

「グラフェンと塩化銀または臭化銀ナノ粒子を素材として用いた環境浄化用高性能光触媒の開発」

「吸着性粒子をカーボンナノチューブ補強アルギン酸ゲルに内包するアプローチを用いたセシウムとストロンチ

ウムを除去するための高性能吸着材の開発」

「植物の実生段階における炭素ナノ材料の毒性評価に関する研究」

「プルシアンブルーを内包した放射性セシウムを除染するための高性能スポンジ型吸着材の開発」

「植物プランクトン分類衛星観測データの数値モデルへの利用」

「バイオ燃料用作物の栽培による農薬の環境リスクの研究」

「緑の投資による再生可能エネルギーの導入促進方策に関する研究」

「アジア環太平洋地域の人間環境安全保障：水・エネルギー・食料連関」

地球圏科学部門 
「多雪山岳永久凍土帯における陸面水循環過程」

「ユーラシア北方林南限における森林劣化の現状とその背景」

「地形・水文的指標に基づく永久凍土衰退の把握」

「雪氷圏と陸圏・海洋圏とのインタラクションに関する研究」

「モンゴル永久凍土域カラマツ林における熱・水・炭素交換過程に関する研究」

「アジア乾燥・半乾燥域草原における陸面過程モデルの水文過程に関する研究」

「北極域の環境変動」

「永久凍土生態系の水物質循環」

「北極海の古海洋研究」

「太平洋の古海洋研究」

「東アジアの古気候研究」

「水圏における有機物動態の解明」

「堆積環境解析による古気候変動の復元」

「河川懸濁物運搬過程の海洋堆積物形成への影響評価」

「東アジア域の人間活動による大気化学への影響」

「海洋物質循環過程における生物の役割」
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14 

 

「海洋大循環の力学」 

「海洋循環中の大規模波動の力学」 

「気候形成と気候変動における大気海洋結合系の役割」 

「中緯度モンスーン性循環に対する西岸境界流領域での大気海洋相互作用の役割」 

「気候システムにおける雲・降水過程と大気波動の役割」 

「大気・海洋研究のための情報基盤の開発」 

「成層圏流入大気に働く脱水過程」 

「地球温暖化に伴う海洋生態系(サンゴ礁・植物プランクトン・小型浮魚類)の変動予測」 

「国際海洋生態系モデル相互比較研究計画におけるモデル結果の検証」 

「トマム・占冠村における環境教育に関する研究」 

「オゾン層予測モデルの検証」 

「熱帯対流圏オゾンに関する研究」 

「再解析データの検証と評価」 

「南大洋，北極海における海洋炭素循環の観測的研究」  

「海洋表層における微量気体分布の制限因子の解明」 

「黒潮域の植物プランクトン分類群別の基礎生産に関する研究」 

「水中光学特性の衛星観測に関する研究」 

「国際植物プランクトン機能別分類衛星観測アルゴリズム相互比較研究」 

「海洋の窒素循環に関する研究」 

「海洋の炭素循環に関する研究」 

「福島原発事故由来の放射性物質の海洋における動態」 

「堆積物中超微粒黒色炭素の定量に基づく過去のバイオマス燃焼復元」 

 

環境生物科学部門 
「光競争による植物の安定共存機構」 

「樹木枝先レベルの環境応答解明」 

「気候変動が高山生態系に及ぼす影響に関する研究」 

「植物と花粉媒介昆虫の相互作用に関する進化生態学的研究」 

「開花時期制御の分子生物学的および数理的研究」 

「生態系と人間社会との相互作用からみた自然資源利用に関する数理的研究」 

「生態学のデータ解析で応用可能な統計学的手法の研究」 

「植物集団の計算生態学的な研究」 

「岩礁潮間帯生物群集の動態に関する研究」 

「ショウジョウバエとその寄生蜂の種多様性に関する生態学的研究」 

「寄生蜂の環境適応に関する生理遺伝学的研究」 

「日本産野生ハツカネズミの系統地理学的研究」 

「コウベモグラの系統地理学的研究」 

「エンドウヒゲナガアブラムシの生活史多型における飛翔器官の発生制御」 

「バイオフィルム工学による微生物群のデザイン化」 

「高等植物の成長システムの理解と機能応用」 

「シロアリの兵隊分化における生理発生因子の発現機能解析」 

「シロアリの社会行動におけるフェロモン腺の役割」 
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「オオシロアリにおける繁殖・不妊カースト分化の生理学的基盤」

「ショウジョウバエと寄生蜂の共進化の生態遺伝学的研究」

「潜葉性昆虫と寄生蜂の多様性に関する生態学的研究」

「東北地方太平洋沖地震の潮間帯群集へのインパクト：地震前後の大規模調査による解明」

「 を用いた最適葉寿命モデル」

「河川氾濫原環境における樹木集団の動態シミュレーション」

「人工遺伝子を用いた進化加速装置の開発」

「多価不飽和脂肪酸合成酵素遺伝子のグラム陽性菌における発現」

「原油汚染除去のための原地性バイオオーグメンテーション法の改善」

「高等植物の生活史戦略の進化に関する生態遺伝学的研究」

「低地林の自然環境保護に関する生態保全学的研究」

「海洋生物が生産する含ハロゲン化合物の生合成解析」

「根圏微生物共生系を活用した高次植生バイオプロセスシステムの開発」

「高温油田環境微生物の諸特性解析」

「アナナスショウジョウバエの転移因子 による複眼形態突然変異 を抑制する遺伝子の解析」

「長鎖不飽和脂肪酸の異種発現合成と細胞機能の解析」

「シアノバクテリアの走光性」

物質機能科学部門 
「多糖類の化学修飾による吸着材料の開発」

「オリゴ糖生理活性物質の合成研究」

「新規発光（蛍光および化学発光）ソルバトクロミック色素の設計と合成」

「蛍光ソルバトクロミック色素を用いた食機能評価系の開発」

「蛍光重金属イオンセンサーの開発」

「効率的有機合成反応の開発に基づく天然有機化合物の合成研究」

「天然有機化合物の構造活性相関研究」

「硝酸性窒素の電気化学的無害化に関する研究」

「分子鋳型を用いた構造規制界面の構築に関する研究」

「機能性酸化物クラスタから構成された規則構造イオン結晶の創製と触媒作用に関する研究」

「炭素資源有効利用のための高性能複合酸化物触媒の開発」

「サブナノ金属クラスターの合成法開拓と特性評価」

「アルカリ土類金属イオンに選択的な 型蛍光試薬の開発」

「シクロデキストリンを用いた 型分子認識型蛍光試薬の開発」

「二ヨウ化サマリウムを用いる有機合成反応」

「化学防御物質の全合成」

「環境・医療・食品分野への応用を目指した化学センサの研究」

「生体機能物質を用いた次世代の蓄電デバイスの開発」

「環境浄化触媒・省電力デバイス向けの自己組織化成膜法の研究」

「汚染物質の電気化学的除去のための汚染物質の吸着状態の解析、反応機構の解明」

「揮発性有機化合物の酸化反応による二次有機粒子生成機構の研究」 
「気体分子と海塩粒子との不均一化学反応の研究」 
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２ 研究業績等 
平成25年度に発表された研究業績を，原著論文（査読有り），その他の論文・著書，講演発表，知的財産，学術

に関する受賞，の順に部門毎にまとめる。原著論文（査読有り）における下線の氏名は地球環境科学研究院教職員

を，括弧内は受理日（年／月／日）を示す。なお，部門を跨いでいる業績に関しては*印を付けている。また，原

著論文（査読有り論文）に関しては，受理された年度（4月1日—3月31日），査読無し論文（その他論文・著書）に

関しては発表年（1月1日—12月31日）で年毎に分けている。 

 
２−１研究業績一覧 
 
統合環境科学部門 
《原著論文（査読有り）》 
Arase, T., Liu, J., Watanabe, T., 2013. Degeneration of alpine steppe vegetation around Sary-Tash Village, Kyrgyz Republic. 

Geographical Studeis, 88(2), 60-69. (2013/8/29)  
Begum, P., Fugetsu, B., 2013. Induction of cell death by graphene in Arabidopsis thaliana (Columbia ecotype) T87 cell 

suspensions. Journal of Hazardous Materials, 260, 1032-1041. (2013/6/22)  
Begum, P., Fugetsu, B., Akasaka, T., Watari, F., 2013. Purification, crystallization and preliminary X-ray diffraction 

analysis of a SCO7809 protein from Streptomyces coelicolor A3(2). Nano Biomedicine, 5(1), 39-43. (2013/6/25)  
Begum, P., Ikhtiari, R., Fugetsu, B., 2014. Potential impact of multi-walled carbon nanotubes exposureto the seedling stage 

of selected plant species. Nanomaterials, 4(2), 203-221. (2014/3/22)  
Buitenhuis, E.T., Hashioka, T., Quéré, C.L., 2013.Combined constraints on global ocean primary production using 

observations and models. Global Biogeochemical Cycles, 27,(3), 847–858. (2013/7/31)  
Byers, A.C., McKinney, D.C., Somos, V.M., Watanabe, T., Lamsal, D., 2013. Glacial lakes of the Hinku and Hongu valleys, 

Makalu-Barun National Park and Buffer Zone, Nepal. Natural Hazards, 69(1), 115-139. (2013/4/5)  
Diwan, D., Komazaki, S., Suzuki, M., Nemoto, N., Aita, T., Satake, A., Nishigaki, K., 2014. Systematic genome sequence 

differences among leaf cells within individual trees. BMC Genomics 2014, 15-142. (2014/2/10)  
Feugier, F.G., Satake, A., 2013. Hyperbolic features of the circadian clock oscillations can explain linearity in leaf starch 
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Sakamoto, Y., Inomata, S., Hirokawa, J., 2013. Oligomerization reaction of the Criegee intermediate leads to secondary 
organic aerosol formation in ethylene ozonolysis. The Journal of Physical Chemistry A, 117, 12912-12921. 
(2013/11/7)  

Sato, K., Inomata, S., Xing, J.H., Imamura, T., Uchida, R., Fukuda, S., Nakagawa, K., Hirokawa, J., Okumura, M., Tohno, 
S., 2013. Effect of OH radical scavengers on secondary organic aerosol formation from reactions of isoprene with 
ozone. Atmospheric Environment, 79, 147-154. (2013/6/15)  

Shichibu, Y., Konishi, K., 2013. Electronic Properties of [Core+exo]-type Gold Clusters: Factors Affecting the Unique 
Optical Transitions. Inorganic Chemistry, 2013, 52, 6570–6575. (2013/5/8)  

Umezawa, T., Oguri, Y., Matsuura, H., Yamazaki, S., Suzuki, M., Yoshimura, E., Furuta, T., Nogata, Y., Serisawa, Y., 
Matsuyama, S.K., Abe, T., Matsuda, F., Suzuki, M., Okino, T., 2014. Omaezallene from red alga Laurencia sp.: 
Structure elucidation, total synthesis and antifouling activity. Angewandte Chemie, International Edition, 53, 
3909-3912. (2014/1/21)  

Yagi, I., Mikami, K., Okamura, M., Uosaki, K., 2013. Ultrafast dynamics of photogenerated electrons in CdS nanocluster 
multilayers assembled on solid substrates: Effects of assembly and electrode potential. ChemPhysChem, 14, 10, 
2174-2182. (2013/6/6)  

 
《その他の論文・著書》 
無し 
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２−２講演発表一覧 
 
 
統合環境科学部門 
Okino, T., 2013 年 10 月 4 日，Antifouling activity and biosynthesis of brominated compounds from the red algae Laurencia 

sppRACI NSW Natural Products Goup Annual One-Day Symposium オーストラリア・シドニー，（招待講演） 
Okino, T., 2013 年 10 月 22 日，Chemistry and biology of brominated compounds from marine algae Laurencia spp.The 2nd 

International Conference of the Indonesian Chemical Society インドネシア・ジョグジャカルタ，（招待講演） 
高田壮則，2013 年 9 月 18 日-20 日，個体群生態学におけるマルコフ推移行列，「マルコフ推移行列の統計数，理：個体-個体群

-群集データへの応用 」ワークショップ，東京，（招待講演） 
根岸淳二郎，2013 年 8 月 26 日，生息場環境の時空間変異と生物応答，応用生態工学セミナー札幌，札幌，（招待講演） 
根岸淳二郎，2014 年 3 月 28 日，石狩川沿いの湖沼の自然を守る —WHY（どうして）と HOW（どのように）—，石狩川フォー

ラム，札幌，（招待講演） 
 
 
地球圏科学部門 
Fujiwara, M., 2013 年 4 月 1 日–2 日，Soundings of Ozone and Water in the Equatorial Region (SOWER) 1998-2013, WCRP 

Regional Workshop on Stratosphere-Troposphere Processes and their Role in Climate, 京都，（招待講演） 
Hasebe, F., 2013 年 10 月 24 日，Transport processes in the Tropical Tropopause layer and their role in climate, Sixth 

China-Korea-Japan Joint Conference on Meteorology, 中国・南京，（招待講演） 
Ishii, M., Sasano, D., Kosugi, N., Yoshikawa-Inoue, H., Rodgers, K., Iudicone, D., Nakano, H., Long, M., and Kleypas, J., 

2013 年 6 月 05日，Ocean Acidification in the Tropical Pacific from Below, 9th International Carbon Dioxide Conference, 
中国・北京，（招待講演） 

 
 
環境生物科学部門  
Morikawa, M., Biofilm formation on the duckweed roots expands substrate specificity of alkane degrading rhizobacteria, 

China-Japan Workshop on Novel Remediation, 中国・北京，（招待講演） 
大原雅，2013 年 7 月 7 日-13 日，The evolution of self-compatible and self-incompatible populations in a hermaphroditic 

perennial, Trillium camschatcense (Melanthiaceae), Monocots V, アメリカ・ニューヨーク，（招待講演） 
鈴木仁，2013 年 11 月 29 日，ヒトが関わるハツカネズミの東アジアにおける分散，日本環境変異原学会第 42 回大会，岡山，（招

待講演） 
遠山忠，田中靖宏，森一博 ，森川正章，2013 年 6 月 1 日，水生植物の根圏強化による省エネ型水質浄化，環境バイオテクノロ

ジー学会シンポジウム，北九州，（招待講演） 
森川正章，2013 年 11 月 27 日-28 日，Application of Beneficial Plant-Microbe Interaction for Sustainable Industry, Joint 

Symposium on Environmental  Science 2013 –Bridging Finland and Japan –, フィンランド・ヘルシンキ，（招待講

演） 
森川正章，2013 年 9 月 6 日，バイオフィルム工学による効率的な環境汚染物質分解，JSR 株式会社 社内講演会，四日市，（招

待講演） 
 
 
物質機能科学部門 
Kamiya, Y., 2013 年 5 月 12 日-15 日，Quantitative understanding of surface acidity of supported heteropolyacids, 7th 

International Symposium on Acid-Base Catalysis, 東京，（招待講演） 
Kamiya, Y., 2013 年 10 月 30 日-11 月 1 日，Catalytic Oxidation of Methacrolein to Methacrylic Acid over SiO2-supported 

11-molybdo-1-vanadophosphirc Acid H4PMo11VO40, 2013 KSIEC Fall Meeting, 韓国・太田，（招待講演） 
Kamiya, Y., 2014 年 2 月 8 日，Remediation of groundwater polluted with nitrate by catalytic and photocatalytic reactions, 

The 11th Hokkaido Indonesian Student Association Scientific Meeting, 札幌，（招待講演） 
Yagi, I., Kimijima, K., Shibata, M., Ogino, K., Notsu, H., Inokuma, K., Ohta, N., Uehara, H., Uemura, Y., Takakusagi, S., 

Asakura, K., 2013年5月15日，In Situ XAFS Spectroscopy at Multi-Copper Complexes Catalyzing Oxygen Reduction 
Reaction (ORR), 223rd ECS Meeting, カナダ・トロント，（招待講演） 

川口俊一，嶋津克明，2013 年 9 月 27 日，機能性単分子層修飾カーボン電極を用いた電気化学キャパシタ，電気化学会第 81 回

大会，東京，（招待講演） 
川口俊一，2014 年 2 月 13 日，自己組織化法に基づく界面構築技術と 

アプリケーション，化学工学会，東京，（招待講演） 
小西克明，七分勇勝，2013 年 5 月 1 日，サブナノ領域での金属集合系の構造・特性の多様性，新学術領域研究会メゾスコピッ

クアーキテクチャーの化学，東京，（招待講演） 
小西克明，2013年 12月 15日-18日，Small gold clusters with unusual molecular structures and optical properties, ICSS2013, 

アメリカ・ラスベガス，（招待講演） 
小西克明，2013 年 4 月 21 日-25 日，Non-spherical molecular gold clusters with unique optical properties, 5th Jekyll Island 
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Conference on Clusters and Nanostructures, アメリカ・ジキル島，（招待講演） 
八木一三，2013 年 6 月 15 日，燃料電池電極触媒の深化を目指すいくつかの研究例，第 29 回ライラックセミナー，小樽，（招

待講演） 
八木一三，2014 年 1 月 24 日，界面振動分光で観る白金表面のアイオノマー吸着構造，2013 年度日本分光学会北海道支部シン

ポジウム，札幌，（招待講演） 
 
 
２−３知的財産一覧 
 
森川正章，三輪京子，菅原雅之，鈴木和歌子，玉木秀幸，牧野彩花，2013 年，植物成長強化剤及びそれを用いた植物栽培方法，

特願 2013-150997（環境生物科学部門） 
 
 
２−４学術に関する受賞 
 
中村一樹，山中康裕，佐藤志穂，佐藤大介，中村博，他 14 名 2013 年 11 月 20 日，寒冷地技術シンポジウム 2013 年度寒地技

術賞（地域振興部門），（独）北海道開発技術センターが主催する，優れた論文に対して与えられる賞（統合環境科学部門） 
渡辺のぞみ，根岸淳二郎，中村太士，2013 年 11 月 3 日，『河川生態学術研究会』ベストポスター賞第一位，“水域から陸域への

資源供給量はフラッシュ放流に影響されるか”（統合環境科学部門） 
亀山宗彦，2013 年 9 月 12 日，日本地球化学会奨励賞，地球化学の進歩に寄与する優れた研究をなし，なお将来の発展を期待し

うる同会会員に授与されるもの（地球圏科学部門） 
大原雅，2014 年 3 月 24 日，平成２５年度北海道大学教育総長賞，教育活動及び研究活動を通し，優れた功績を上げた教員を顕

彰（環境生物科学部門） 
甲山隆司，2014 年 3 月 17 日，日本生態学会賞，学位取得後４年経過までの今後優れた研究展開が期待できる研究者を選考のう

え表彰（環境生物科学部門） 
佐竹暁子，2014 年 3 月，守田科学研究奨励賞，自然科学分野にて優れた研究成果を上げ科学の発展への貢献が期待される女性

科学者に与えられる賞（環境生物科学部門） 
鈴木仁，2013 年 10 月 29 日，望月喜多司記念賞，野生ハツカネズミの自然史解明に関する業績に対して賞が与えられたもの 
渡辺崇史，杉木学，大原雅，2014 年 2 月 21 日，2013 年度 日本生態学会北海道地区会 若手研究奨励賞，生育地の分断化が

林床性多年生草本オオバナノエンレイソウ個体群に及ぼす影響の定量的評価ー異なる生活史段階における遺伝的多様性に

着目してー（環境生物科学部門） 
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３ 研究助成・外部資金 
３−１科学研究費補助金 
１）応募件数（新規）      （単位：件） 

種類 応募件数 
基盤研究（Ｓ） 2 
基盤研究（Ａ）（一般） 2 
基盤研究（Ａ）（海外） 1 
基盤研究（Ｂ）（一般） 7 
基盤研究（Ｂ）（海外） 1 
基盤研究（Ｃ）（一般） 10 
萌芽研究・挑戦的萌芽研究 11 
若手研究（Ａ） 2 
若手研究（Ｂ） 2 
新学術領域研究（新規研究領域）（計画研究）（総括班除く） 2 
新学術領域研究（公募研究） 5 
特別研究員奨励費 45 

計 90 
 

２）決定件数・金額 （単位：件（円）） 
種類 決定件数（交付決定額） 

新学術領域研究 2 （15,730,000） 

基盤研究（Ａ） 4 （34,580,000） 

基盤研究（Ｂ） 8 （47,580,000） 

基盤研究（Ｃ） 9 （15,730,000） 

挑戦的萌芽研究 3  （6,370,000） 

若手研究（Ａ） 1 （11,440,000） 

若手研究（Ｂ） 3  （4,550,000） 

特別研究員奨励費 17 （17,500,000） 

計 47（153,480,000） 
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３）科学研究費補助金一覧 

単位：円

研究種目 研究代表者名：研究課題名 金額

新学術領域研究

（2 件）

佐藤 友徳：大気・海洋・海氷相互作用系の変動による北日本の冬

季降水への影響
2,470,000 

佐竹 暁子：植物システム制御の数理モデリング 13,260,000 

基盤研究（Ａ）

（4 件）

三浦 徹：次世代ソシオゲノミクス：シロアリの社会性に関わるゲ

ノム基盤の全容解明
8,450,000 

吉川 久幸：気候系に影響を及ぼす南大洋の二酸化炭素と揮発性有

機分子に関する研究
7,280,000 

渡邉 悌二：中央アジアの貧困解消に向けた持続的山岳社会の構築 8,190,000 

甲山 隆司：樹種共存の葉層分割仮説と透過率分化仮説の並行検証 10,660,000 

基盤研究（Ｂ）

（8 件）

沖野 龍文：船底防汚塗料候補物質含ハロゲン化合物酵素反応によ

る合成
5,460,000 

鈴木 仁：野生ハツカネズミの歴史的拡散の時空間把握と局所適応

遺伝子の探索
4,030,000 

山本 正伸：南大洋と北極海の完新世水温変動の高時間解像度復元 16,640,000 
木村 正人：ショウジョウバエ 寄生蜂系における拡散共進化の遺伝

的メカニズムと進化動態の解明
3,640,000 

大原 雅：個体群生態学と繁殖生態学の融合による植物の生活史

研究の包括的展開
5,070,000 

工藤 岳：開花フェノロジー構造の形成メカニズム：送粉系生物

間相互作用の機能評価
4,160,000 

大原 雅：北米産ヨモギ属植物セージブラッシュにおける誘導防

御反応の適応的意義の解明
2,860,000 

小西 克明：有機小分子に誘発される発光生ナノ金属種の自己集合

を利用した機能開拓
5,720,000 

基盤研究（Ｃ）

（9 件）

澤柿 教伸：多年度ステレオ写真解析による過去半世紀の南極氷床

縁変動の追跡
2,600,000 

石川 守：確率モデリングによる境界永久凍土分布図の作成 2,860,000 

堀之内 武：熱帯の気候システムにおける大気擾乱の役割と気候予

測への影響
1,430,000 

中田 耕：高効率硝酸イオン還元電極の精密設計と実用化 910,000 

鈴木 仁：ハプロタイプ構造解析法による小型哺乳類の浸透交雑

の解析
1,430,000 

鷲尾 健司：植物種子に脱水耐性をもたらすゲノム機能の解明 910,000 

野田 隆史：東北地方太平洋沖地震の潮間帯群集へのインパクト：

地震前後の大規模調査による解明
1,820,000 

工藤 岳：気候変動による高山お花畑消失メカニズムの解明 1,690,000 

八木 一三：長距離伝搬型プラズモンを利用した電極触媒表面の

高感度振動分光
2,080,000 



− 28 −

研究種目 研究代表者名：研究課題名 金額 

挑戦的萌芽研究

（3 件）

山下 洋平：海洋溶存有機物中からの古細菌由来成分検出の試み 2,340,000 
渡辺 豊：海水中の脱窒・窒素固定量の高確度同時見積り法の

開発に関する研究
2,210,000 

山本 正伸：堆積物中セルロース酸素同位体比分析による古気候

復元
1,820,000 

若手研究（Ａ）

（1 件）

山下 洋平：海洋溶在有機物プールの消長を決定づける微生物炭

素ポンプのメカニズムと効率の解明
11,440,000 

若手研究（Ｂ）

（3 件）

根岸淳二郎：自然河川、農業用水路、および湧水に注目した流域

スケールの生物多様性維持機構の解明
910,000 

七分 勇勝：サブナノ径を有する超微細金ナノロッドの系統的合

成法の開発と光機能探索
2,080,000 

神谷 裕一：機能性原子団を導入した分子性金属酸化物アニオン

で構成されたイオン結晶の触媒機能
1,560,000 

特別研究員奨励費

（19 件）

寺内 真：多細胞体制藻類における原形質連絡の構造機能解析 600,000 
小川 浩太：環境依存的な染色体放出によるアブラムシの雄産生

機構の解明
600,000 

梶 智就：高度に機能的な新奇器官「吸盤」の進化メカニズム

解明へ向けた進化発生学的研究
800,000 

木下 豪太：野生哺乳類の季節性毛色変化と生物時計の適応進化

に関する分子集団遺伝学的研究
900,000 

太田 民久：餌資源のストイキオメトリックな改変に伴う生物間

相互作用の変化
900,000 

坂本 陽介：対流圏におけるハロゲン不均一反応の研究 1,200,000 
渡邊 大：シロアリのカースト分化調節機構の解明：兵隊分化

をモデルとしたソシオゲノミクス
1,200,000 

本城 慶多：国家間排出権取引の複雑系モデリングと政策提言 400,000 
速水 将人：スミレ属における繁殖様式の進化に関する生態遺伝

学的研究 1,200,000 

笹 千舟：アリにおける顕著な性的二型の発現機構と社会性進化 1,200,000 
高津 邦夫：捕食者の共食いの生態学的意義：個体の特徴に注目

して 1,200,000 

立木 佑弥：植物－土壌フィードバックによる多様性維持機構の

研究： 空間明示的大規模モデリング 1,200,000 

松田 淳二：高解像度海洋海氷モデルによるオホーツク海・北太

平洋熱塩循環システムの研究 1,200,000 

下地 博之：変動環境下でのシステム安定化機構：社会性昆虫に

おける順位行動ネットワーク 1,200,000 

松浦 優：菌細胞塊形成の分子発生機構解明 － 共生器官の進

化発生学 1,300,000 

片平 浩孝：宿主‐寄生関係から紐解く通し回遊魚の生態的特性 1,100,000 
多田 雄哉：微細藻類‐微生物間相互作用を介した海洋有機炭素

生成・分解・蓄積過程の解明 1,300,000 

小 計 153,480,000 
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他機関からの分担金                                                       （単位：円） 
研究種目 研究代表者名：研究課題名 金額

新学術領域研究

（7 件）

久保川 厚：黒潮続流循環系の形成・変動メカニズムと大気・

海洋生態系への影響 10,205,000 

谷本 陽一：黒潮・親潮続流域における相互作用の現場観測 1,560,000 

鈴木 光次：分子生物地理からの新海洋区系 3,900,000 
渡辺 豊：海洋生態系における放射性物質の移行・濃縮状況の

把握 2,470,000 

山下 洋平：海洋生元素地理の高精度観測からの新海洋区系 2,964,000 
豊田 和弘：年縞堆積物による環太平洋諸文明の高精度環境史

復元 7,020,000 

佐竹 暁子：大地環境変動に対する植物の生存・成長突破力の

分子的統合解析 6,500,000 

基盤研究（ ）

（1 件）

入野 智久：完新世における東アジア水循環変動とグローバル

モンスーン
3,640,000 

基盤研究（ ）

（1 件）

根岸淳二郎：森林 農地移行帯における放射性核種の移動・滞

留と生態系濃縮の評価
650,000 

基盤研究（ ）

（９件）

久保川 厚：海洋循環および気候に及ぼすモード水の影響 455,000 
山本 正伸：数十年スケールのイワシ資源量動態と中世温暖期

に資源量低下を招いた機構の解明 179,400 

平川 一臣：文化遺産としての幕末蝦夷地陣屋・囲郭の景観復

原-GIS・３次元画像ソフトの活用 130,000 

澤柿 教伸：文化遺産としての幕末蝦夷地陣屋・囲郭の景観復

原-GIS・３次元画像ソフトの活用 130,000 

東 正剛：アリ類はどこまで音声をコミュニケーションツール

として使っているのか？ 200,000 

三浦 徹：社会構造の地理変異から究明するアリ類におけるカ

スト特殊化の進化と意義 3,360,000 

山本 正伸：モンゴル白亜系湖成層のコア掘削：数万年精度で

の OAE 期の陸-海環境リンケージ解明 195,000 

鈴木 仁：野生動物-ウイルス共進化の解明と新規ウイルス変

異予測 650,000 

三浦 徹：原始的真社会性種の繁殖制御：遺伝子から行動まで 1,170,000 

基盤研究（ ）

（３件）

木村 正人：草食獣-植物-植食性昆虫の三者系における局所的

適応進化の実証的研究 130,000 

入野 智久：X 線トモグラフと地球化学指標に基づく新しい炭

酸塩溶解指標の確立 130,000 

高田 壮則：代表的抽水植物ヨシにおける環境動態と遺伝情報

に基づく集団維持機構の解明
390,000 

挑戦的萌芽研究
水田 元太：海洋で不規則な渦から秩序ある平均流が発生して

くる仕組みの包括的研究
260,000 

小 計 46,288,400 
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３−２受託研究，共同研究 
受託研究  （単位：円） 

研究担当者 研究題目 機関名 受託料 

杉本 敦子 東シベリア北極陸域生態系の永久

凍土と温室効果ガスの動態

独立行政法人科学技術

振興機構（ ）
6,600,000 

鈴木 光次 
現場海洋植物プランクトン群集の

多様性を評価するための超高速分

析法の開発とその応用

独立行政法人科学技術

振興機構（ ）
21,737,300 

山中 康裕 植物プランクトン群集構造の現況

予測基盤モデルの開発

独立行政法人科学技術

振興機構（ ）
31,894,200 

山中 康裕 日本周辺海域の高解像度炭素・窒素

循環モデルの開発

独立行政法人水産総合

研究センター
7,000,000 

鈴木 光次 我が国の魚類生産を支える黒潮生

態系の変動機構の解明

水産総合研究センター

東北区水産研究所
10,076,246 

平田 貴文 独立行政法人 宇宙航空

研究開発機構（ ）
5,455,728 

森川 正章 
水生植物と根圏微生物の相互作用

メカニズム解明と有用微生物の利

用技術開発

独立行政法人科学技術

振興機構（ ）
21,190,000 

山中 康裕 

「気候変動リスク情報創生プログ

ラム」気候変動予測情報を活用し

た，将来の生態系・生物多様性に関

する影響及びその不確実性評価研

究

京都大学（文科省） 14,000,000 

根岸淳二郎 生態系構造の解明と生物濃縮の評

価による研究委託業務
東京農工大（環境省） 3,728,000 

佐藤 友徳 
影響評価研究者および政策担当者

との連携とダウンスケーラの有用

性の評価に関する研究

筑波大学（環境省） 7,501,000 

佐藤 友徳 
北海道を対象とする総合的ダウン

スケール手法の開発と適用
工学部（文科省） 11,563,335 

露崎 史朗 

平成 年度 情報シス

テム 及び衛星データ等を利

用した北極圏第 期研究 林野火災

分野 研究委託 永久凍土帯におけ

る大規模火災後の植生・環境回復の

機構・抑制・修復保全

独立行政法人宇宙航空

研究開発機構（ ）
14,000,000 
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研究担当者 研究題目 機関名 受託料 

大原 雅 シーサイドパーク地区における森

林環境の現況
広尾町 300,000 

山中 康裕 

「クリティカルな気候変動リスク

の分析に関する研究」（(5)海洋圏に

おける気候変動リスクの特性評価

と推計） 

東京大学（環境省） 13,905,000 

奥山英登志 ドコサヘキサエン酸生産微生物の

自己融解条件の至適化

独立行政法人科学技術

振興機構（ ）
967,580 

川口 俊一 SPR を使ったバイオセンサの開発 ウシオ電機株式会社 500,000 

小 計 170,418,389 

共同研究  （単位：円） 

研究担当者 研究題目 機関名 受託料

川口 俊一
抗体を高品質に固定化する「抗体チ

ップ固定化装置」の事業化

矢部川電気工業株式会

社

神谷 裕一

ヘテロポリ酸触媒を用いた気相接

触酸化反応における活性発現機構

の解明

三菱レイヨン株式会社

田中 俊逸

ペーパースラッジ炭化焼成物によ

るセシウムの吸着とその回収に関

する研究

道栄紙業株式会社

奥山英登志
微生物発酵生産による高度不飽和

脂肪酸脂質の製造
備前化成株式会社

鈴木 光次
独立行政法人 宇宙航空

研究開発機構（ ）

藤原 正智
長時間飛翔気球用の高精度水蒸気

センサの開発

独立行政法人 宇宙航空

研究開発機構（ ）

蔵崎 正明
ブドウ皮残渣中のポリフェノール

の機能性の評価
北海道ワイン株式会社

長谷部文雄

熱帯対流圏界層における力学・化学

過程の解明 西部太平洋上の気球観

測による統合的研究

独立行政法人 宇宙航空

研究開発機構（ ）

奥山英登志
高度不飽和脂肪酸産生微生物の自

己融解についての研究
備前化成株式会社

小 計

 



− 32 −

４−１ 日本学術振興会特別研究員（PD・DC2・DC1） 
（平成 25 年度に採用された研究員） 

資格 氏名 研究課題 採用期間 備考 

DC2 笹 千舟 アリにおける顕著な性的二型の発現機構

と社会性進化 
H25.4.1 ～

H27.3.31 
 

DC2 松田 淳二 高解像度海洋海氷モデルによるオホーツ

ク海・北太平洋熱塩循環システムの研究 
H25.4.1 ～

H27.3.31 
 

DC1 速水 将人 スミレ属における繁殖様式の進化に関す

る生態遺伝学的研究 
H25.4.1 ～

H28.3.31 
 

DC1 高津 邦夫 捕食者の共食いの生態学的意義：個体の特

徴に注目して 
H25.4.1 ～

H28.3.31 
 

PD 立木 佑弥 植物-土壌フィードバックによる多様性維持

機構の研究: 空間明示的大規模モデリング 
H25.4.1 ～

H28.3.31 
 

PD 下地 博之 変動環境下でのシステム安定化機構：社会

性昆虫における順位行動ネットワーク 
H25.4.1 ～

H28.3.31 
 

PD 松浦 優 菌細胞塊形成の分子発生機構解明 － 共
生器官の進化発生学 

H25.4.1 ～

H28.3.31 
 

PD 片平 浩孝 宿主‐寄生関係から紐解く通し回遊魚の

生態的特性 
H25.4.1 ～

H28.3.31 
 

PD 多田 雄哉 微細藻類‐微生物間相互作用を介した海

洋有機炭素生成・分解・蓄積過程の解明 
H25.4.1 ～

H28.3.31 
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４－２ 博士研究員（無給）

 

注）いずれも平成 年度内に新規に受け入れが許可された者

４－３ 博士研究員（有給）

  

氏 名 在籍期間（自） 在籍期間（至）

塩寺さとみ 平成 年 月 日 平成 年 月 日

江川 知花 平成 年 月 日 平成 年 月 日

孫 永琨 平成 年 月 日 平成 年 月 日

川合 由加 平成 年 月 日 平成 年 月 日

陳 曦
平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

阿久津公祐 平成 年 月 日 平成 年 月 日

井田 崇 平成 年 月 日 平成 年 月 日

氏 名 雇用期間（自） 雇用期間（至） 
篠塚 良嗣 平成 年 月 日 平成 年 月 日

青木 邦弘 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
佐藤 祐介 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
杉江 恒二 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
杉本 志織 平成 年 月 日 平成 年 月 日 

Feugier Francois 
Gabriel 平成 年 月 日 平成 年 月 日 

菅原 雅之 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
松村 伸治 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
重光 雅仁 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
柴野 良太 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
関 元秀 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
髙尾信太郎 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
遠藤 寿 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
熊 炫睿 平成 年 月 日 平成 年 月 日 

Sinha Pankaj
Kumar 平成 年 月 日 平成 年 月 日 

芳賀 普隆 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
阿久津公祐 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
干場 康博 平成 年 月 日 平成 年 月 日 
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４−４ RA 
 
 
  

氏 名 雇用期間（自） 雇用期間（至） 
王 延青 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Md. Shariful Islam 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Mir Md.Mozammal Hoque 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Bhabana Thapa 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Erdenebat Enkhbat 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Haque Md. Mozammel 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Masuma Runa 平成 年 月 日 平成 年 月 日

濱崎 眞克 平成 年 月 日 平成 年 月 日

三原 草介 平成 年 月 日 平成 年 月 日

平山 純 平成 年 月 日 平成 年 月 日

藤田 彩華 平成 年 月 日 平成 年 月 日

權 台五 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Appiah Catherine 平成 年 月 日 平成 年 月 日

王 可 平成 年 月 日 平成 年 月 日

佐藤 志穂 平成 年 月 日 平成 年 月 日

樋口ゆかり 
平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

陶 泰典 平成 年 月 日 平成 年 月 日

福永 直人 平成 年 月 日 平成 年 月 日

姜 鴻菊 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Alam A.k.m Rashidul 平成 年 月 日 平成 年 月 日

Hossain Md Motahal 平成 年 月 日 平成 年 月 日

干場 康博 
平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日
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４−５ RA（卓越） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

氏 名 雇用期間（自） 雇用期間（至） 
伊藤 昌稚 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Yustiawati Syawal 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Eko Siswoyo 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Effendi 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Magdaong Evangeline Tolentino 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

髙橋 真 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

井上 実行 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

亀井優太朗 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

三原 義広 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

平山 純 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

佐藤 祐輔 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

福永 直人 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

山木 邦亮 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Mahardiani Lina 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

雨谷 教弘 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

石山 宙夢 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

寺崎 恵未 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

藤沼 潤一 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

田中 幹展 平成 25 年 12 月 20 日 平成 26 年 3 月 31 日

細川奈々枝 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

井上 貴央 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Ou Wei 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Atikah Tika Dewi 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

杉立 卓治 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

野坂 裕一 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

鷹野 真也 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

Liang Maochang 平成 25 年 11 月 1 日 平成 26 年 3 月 31 日

金子 賢介 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

島畑 淳史 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

東 輝 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

Divyavani 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

Park Yu Hyeon 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

Yakkala Yagnesh Raghava 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

佐藤 允昭 平成 26 年 1 月 9 日 平成 26 年 3 月 31 日
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氏 名 雇用期間（自） 雇用期間（至） 
岡 佳和 平成 25 年 11 月 11 日 平成 26 年 3 月 31 日

酒井 佑槙 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

福田陽一朗 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

伊藤 弘樹 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

Refi Ikhtiari 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

Adavan Kiliyankil Vipin 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

新宮原 諒 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

池川 慎一 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

Avirmed Dashtseren 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

阿部 博哉 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

岩﨑 藍子 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

Lee Jin 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

齋藤 亮介 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日

矢口 桃 平成 25 年 12 月 2 日 平成 26 年 3 月 31 日
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５−１ 共同研究 

統合環境科学部門  
《国際共同研究》 
地球環境側代表者：渡邉 悌二 
相手機関：キルギス共和国山岳地域開発研究センター，タジキスタン政府森林環境省，国連大学（ボン）， 

日本大学，信州大学，立教大学，宮城大学 
国名：キルギス共和国, タジキスタン共和国, ドイツ連邦共和国, 日本 
研究課題名：「パミール山脈およびパミール・アライ山脈の持続的土地管理に関する研究」  
相手機関代表者：リボル・ヤンスキー（国連大学） 
 
地球環境側代表者：露崎 史朗 
相手機関：International Arctic Research Center, University of Alaska Fairbanks 
国名：アメリカ合衆国 
研究課題名： Arctic Research by using IARC-JAXA Information System (Wildfire Research) 
相手機関代表者：Larry Hinzman 
 
地球環境側代表者：沖野 龍文 
相手機関：キングアブドゥルアジーズ大学 
国名：サウジアラビア王国  
研究課題名：「紅海の海洋生物由来のフジツボ幼生付着阻害物質」  
相手機関代表者：Sultan S. Al-Lihaibi 
 
地球環境側代表者：沖野 龍文 
相手機関：サバ大学 
国名：マレーシア  
研究課題名：「ボルネオ島沿岸のシアノバクテリアが生産する酵素阻害物質」  
相手機関代表者：Charles S. Vairappan 
 
地球環境側代表者：蔵崎 正明 
相手機関：ヤンゴン大学，京都大学 
国名：ミャンマー連邦共和国 
研究課題名：「ミャンマーに自生する薬草の抗腫瘍作用およびその機序」  
相手機関代表者：San San Aye（ヤンゴン大学教授） 
 
地球環境側代表者：山中 康裕 
相手機関：イーストアングリア大学 
国名：連合王国（イギリス） 
研究課題名：「海洋生態系モデル相互比較研究」 
相手機関代表者：Corinne Le Quéré 教授他 
 
地球環境側代表者：山中 康裕 
相手機関：スイス工科大学(ETH)チューリッヒ校 
国名：スイス連邦 
研究課題名：「海洋物質循環モデリング」 
相手機関代表者：Nicolas Gruber 教授他 
 
地球環境側代表者：山中 康裕・藤井 賢彦 
相手機関：スイス工科大学(ETH)チューリッヒ校，国立環境研究所 
国名：スイス連邦 
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研究課題名：「海洋酸性化と温暖化によるサンゴ礁への影響」 
相手機関代表者：Meike Vogt 助教他・山野博哉 
 

 
《国内共同研究》 
地球環境側代表者：沖野 龍文 
相手機関：電力中央研究所 
研究課題名：「船底防汚塗料候補物質含ハロゲン化合物の酵素反応による合成」 
 
地球環境側代表者：古月 文志 
相手機関：新日鐵住金化学株式会社 
研究課題名：「ナノ炭素を用いた機能性複合材料の開発」 
 
地球環境側代表者：古月 文志 
相手機関：北海道旅客鉄道株式会社，ヤマキ電器株式会社 
研究課題名：「ナノカーボン材料を利用したセラミックスレールヒーターの省エネ化」 
 
地球環境側代表者：古月 文志 
相手機関：北海道旅客鉄道株式会社 
研究課題名：ナノカーボンを分散させた機能性材料の開発 
 
地球環境側代表者：古月 文志 
相手機関：大陽日酸株式会社 
研究課題名：超臨界処理技術およびナノ材料分散技術の開発 
 
地球環境側代表者：古月 文志 
相手機関：大陽日酸株式会社（NEDO 再委託） 
研究課題名：カーボンナノチューブ分散液の作製および分散最適化 
 
地球環境側代表者：蔵崎 正明 
相手機関：労働安全衛生総合研究所 
研究課題名：「UV 照射波長が細胞内 DNA 損傷に及ぼす影響評価」 
 
地球環境側代表者：蔵崎 正明 
相手機関：青森県立保健大学 
研究課題名：「カテキンおよびグネリン C 等の食品中ポリフェノールの脂肪酸代謝酵素活性化機構の解 

明」 
 
地球環境側代表者：蔵崎 正明 
相手機関：北海道ワイン，札幌バイオ工房 
研究課題名：「ワイン圧搾後のブドウ皮残滓の抗 UV 活性評価」 
 
地球環境側代表者：藤井 賢彦 
相手機関：総合地球環境学研究所 
研究課題名：「アジア環太平洋地域の人間環境安全保障：水・エネルギー・食料連関」 
 
地球環境側代表者：山中 康裕 
相手機関：気象研究所 
研究課題名：「海洋生態系モデルの社会的利用に向けた海洋生態系同化モデルの開発」 
 
地球環境側代表者：山中 康裕 
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相手機関：東京大学大気海洋研究所 
研究課題名：「地球温暖化に伴うメタンハイドレート崩壊の影響」 

 
 
地球圏科学部門  
《国際共同研究》 
地球環境側代表者：山下 洋平 
相手機関：Florida International University  
国名：アメリカ合衆国 
研究課題名：「光化学的評価を用いた溶存有機物動態の総合的解析に関する研究」 
相手機関代表者：Rudolf Jaffe 
 
地球環境側代表者：長谷部 文雄 
相手機関：National Institute of Aeronautic and Space (LAPAN) 
国名：インドネシア共和国 
研究課題名：Radiosonde and lidar observations of the equatorial atmosphere 
相手機関代表者：Afif Budiyono 
 
地球環境側代表者：鈴木 光次 
相手機関：National Aeronautics and Space Administration (NASA)  
国名：アメリカ合衆国 
研究課題名：「最先端技術を用いた海洋植物色素と光学環境の高頻度，高精度観測」 
相手機関代表者：Stanford B. Hooker 
 
地球環境側代表者：鈴木 光次 
相手機関：University of Lisbon  
国名：ポルトガル共和国 
研究課題名：「衛星リモートセンシングを用いた北西太平洋日本沖に生息する珪藻類の観測技術の開発」 
相手機関代表者：Ana C. Brito 
 
地球環境側代表者：鈴木 光次 
相手機関：The Hong Kong University of Sience and Technology  
国名：中華人民共和国  
研究課題名：「西部北太平洋およびその周辺海域における原核植物プランクトン愚衆の多様性評価」 
相手機関代表者： Hongbin Liu 
 
地球環境側代表者：鈴木 光次 
相手機関：Bowling Green State Universtiy  
国名：アメリカ合衆国 
研究課題名：「西部北太平洋およびその周辺海域における珪藻類の鉄欠乏ストレスの評価」 
相手機関代表者： Robert Michael L. McKay 
 
地球環境側代表者：杉本 敦子 
相手機関：Institute for Biological Problems of Cryolithozone, Siberian Branch of Russian Academy  

of Science, ロシア北東連邦大学  
国名：ロシア連邦サハ共和国 
研究課題名：「環北極陸域生態系の変動と気候への影響」 
相手機関代表者：Trofim Maximov 
 
地球環境側代表者：杉本 敦子 
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相手機関：IAEA 他 
国名：アメリカ合衆国, カナダ，ロシア連邦，イタリア，スロバキア共和国，スロベニア共和国，モロ 

ッコ王国，アルゼンチン，ジョージア 
研究課題名：‘Observation on Isotopic Composition of Ice in Permafrost in Eastern Siberia for  

Investigation of Changing Permafrost System" as a part of the IAEA’s Co-ordinated 
Research Project in ‘Use of Environmental Isotopes in Assessing Water Resources 
in Snow, Glacier, and Permafrost Dominated Areas under Changing Climatic 
Conditions’ 

相手機関代表者：Manzoor Choudhry Ahmad (IAEA) 
 
地球環境側代表者：杉本 敦子 
相手機関：Alfred Wegener Research Institute, Vrije Universiteit  
国名：ドイツ連邦共和国，オランダ王国，他  
研究課題名：東シベリア北極陸域生態系の永久凍土と温室効果ガスの動態 
相手機関代表者：Hans-W. Hubberten, J. van Huissteden 
 
地球環境側代表者：堀之内 武 
相手機関：Coastal Carolina University  
国名：アメリカ合衆国 
研究課題名：「低気圧起源の重力波の診断とパラメタリゼーションに関する研究」 
相手機関代表者：Varabut Limpasuvan 
 
 

《国内共同研究》 
地球環境側代表者：山下 洋平 
相手機関：東京大学, 気象庁, 東京海洋大学 
研究課題名：「海洋生元素地理の高精度観測からの新海洋区系」 
 
地球環境側代表者：平田 貴文 (委託研究) 
相手機関：宇宙航空研究開発機構  
研究課題名：「Development and calibration of GCOM-C ocean algorithms to derive marine biogeochemical and  

ecosystem variables towards satellite-model integrated analysis」 
 
地球環境側代表者：長谷部 文雄 
相手機関：京都大学 
研究課題名：ATTREX と連携した熱帯対流圏界層脱水過程の研究 

 
地球環境側代表者：谷本 陽一 
相手機関：東京大学他 
研究課題名：「気候系の hot spot：熱帯と寒帯が近接するモンスーンアジアの大気海洋結合変動」 

 
地球環境側代表者：鈴木光次  
相手機関：水産総合研究センター，東京大学，東京海洋大学，長崎大学，鹿児島大学 
研究課題名：「我が国の魚類生産を支える黒潮生態系の変動機構の解明」 
 
地球環境側代表者：鈴木 光次  
相手機関：東京大学 
研究課題名：「分子生物地理からの新海洋区系」 
 
地球環境側代表者：鈴木 光次  
相手機関：海洋研究開発機構，東京大学 
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研究課題名：「海氷減少と海洋生態系の変化」 
 
 
環境生物科学部門  
《国際共同研究》 

地球環境側代表者：森川 正章 
相手機関：Chulalongkorn University 
国名：タイ王国 
研究課題名：「土壌および農産物より単離したバイオサーファクタント生産酵母の多様性に関する研究」 
相手機関代表者：Jiraporn Thaniyavarn 
 
地球環境側代表者：甲山 隆司 
相手機関：Forest Research Institute Malaysia 
国名：マレーシア 
研究課題名：「長期観測データに基づく熱帯多雨林の動態と安定性の解析」 
相手機関代表者：Abdul Rahman Kassim 

 
地球環境側代表者：甲山 隆司 
相手機関：National Dong Hwa University 
国名：中華民国（台湾） 
研究課題名：「亜熱帯多雨林構成種の機能形質とデモグラフィーの解析」 
相手機関代表者：I-Fang Sun 

 
地球環境側代表者：甲山 隆司 
相手機関：University of California, Berkeley 
国名：アメリカ合衆国 
研究課題名：「熱帯多雨林樹種のサイズ構造とデモグラフィーの対応」 
相手機関代表者：Matthew D. Potts 
 
地球環境側代表者：三浦 徹 
相手機関：国立台湾大学 
国名：中華民国（台湾） 
研究課題名：「アブラムシの有性生殖における生殖細胞分化に関する研究」 
相手機関代表者：Chunche Chang 
 
 

《国内共同研究》 
地球環境側代表者：木村 正人 
相手機関：奈良女子大学 
研究課題名：「草食獣－植物－植食性昆虫の三者系における局所的適応進化の実証的研究」 
 
地球環境側代表者：奥山 英登志 
相手機関：国立極地研究所 
研究課題名：「多価不飽和脂肪酸合成酵素遺伝子のグラム陽性菌での発現と機能」 

 

地球環境側代表者：森川 正章 
相手機関：産業技術総合研究所，山梨大学，大阪大学，北里大学 
研究課題名：「根圏微生物共生系を活用した高次植生バイオプロセスシステムの開発」 
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地球環境側代表者：鷲尾 健司

相手機関：兵庫県立大学

研究課題名：イネ種子の発芽を調節するホルモン作用と遺伝子機能

地球環境側代表者：三浦 徹 
相手機関：富山大学，基礎生物学研究所 
研究課題名：「次世代シーケンサーを用いたシロアリのソシオゲノミクス」  
 
地球環境側代表者：工藤 岳 
相手機関：富山大学 
研究課題名：「開花フェノロジー構造の形成メカニズム」 

 
 
物質機能科学部門 
《国内共同研究》 

地球環境側代表者：神谷 裕一 
相手機関：京都大学 大学院工学研究科 物質エネルギー化学専攻 （阿部 竜教授） 
研究課題名：「光触媒反応による硝酸イオン汚染地下水の浄化に関する研究」 

 
地球環境側代表者：神谷 裕一 
相手機関：三菱レイヨン株式会社 
研究課題名：「気相接触酸化反応に用いるヘテロポリ酸触媒の高性能化とその基礎化学の深耕」 

 
地球環境側代表者：神谷 裕一 
相手機関：物質デバイス領域共同研究拠点 
研究課題名：「酸化物表面に規則的に配列された分子性酸化物クラスターの物性評価に関する研究」 

 
地球環境側代表者：廣川 淳 
相手機関：国立環境研究所, 京都大学 
研究課題名：「エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エアロゾル生成過程の解明」 
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５−２ 各種研究会  
 
統合環境科学部門  
沖野 龍文 北海道海洋生物科学研究会シンポジウム, 2014 年 1 月 17 日 参加人数：約 40 名． 
 
渡邉 悌二，Sary-Tash AO Workshop I and II ‘Dialogue on direction towards sustainable mountain 

society’, Sary-Tash Village Hall, Kyrgyzstan, 2013 年 8 月 31 日および 10 月１日，参加人数：各約 50
名． 

 
 
地球圏科学部門  
吉川 久幸，第１６回北大―ソウル大シンポジウム分科会「環境の理解に向けて 1.アジアにおける大気・陸 

域の環境変化、2.北太平洋西部海域の現状と将来予測」，ソウル大学大学院地球環境科学科，2013 年 
12 月 13 日，参加人数：約 20-30 名． 

 
藤原 正智, S-RIP Planning Meeting, Co-convener, Met Office (UK), 2013 年 4 月 29 日-5 月 1 日, 参加人 

数：39 名 
 

平田 貴文，「Phytoplankton Community Strcuture from Ocean Colour」International Ocean Colour  
Science Meeting 2013，Session Co-chair, Darmstadt, 2013年5月7日, 参加人数：約70名． 
 

平田 貴文, 「海洋生態系モデリング研究の最前線」日本地球惑星科学連合2013年大会, Session Co-Chair, 
幕張メッセ，2013年5月19日，参加人数:約25名． 
 

平田 貴文，「Marine Ecosystem Model Intercomparison Project Workshop」 2014 Ocean Science Meeting,  
Co-organizer, Hawaii Cnvenition Center, 2014年2月25日, 参加人数：約20名． 
 

平田 貴文, 「瀬戸内海・宇和海」日本海洋学会2014年度春季大会, セッション座長, 東京海洋大学, 2014年    
2月25日, 参加人数：約30名． 
 

谷本 陽一，日本海洋学会2013年度秋季大会特別セッション「新たな学際的視点としての大気海洋相互作用」 
-海洋からの影響/海洋への影響-，コンビナー，北海道大学学術交流会館，2013年9月19日，参加人数： 
約130名． 
 

谷本 陽一，Sixth China-Korea-Japan Joint Conference on Meteorology: Session 3  
Atmosphere-Ocean-Land Interaction，コンビナー，Nanjing University of Information Science &  
Technology，2013年10月23日-25日，参加人数：約50名． 

 
山本 正伸，International Joint Workshop: Recent developments in Paleoenvironmental studies Co-chair， 

北海道大学，2014 年 2 月 15-16 日、参加人数：約 35 名 
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杉本 敦子, 7th Annual International Workshop on C/H2O/Energy balance and climate over boreal  

and arctic regions with special emphasis on eastern Eurasia, ロシア北東連邦大学, 2013 年  
10 月 8 日-11 日, 参加人数：約 50 名 
 

杉本 敦子, 日露学術シンポジウム, 北海道大学, 2013 年 11 月 5 日, 参加人数：約 50 名 
 
 
環境生物科学部門  
森川 正章，山崎 健一，三輪 京子他 Joint Symposium on Environmental Science 2013 –Bridging  

Finland and Japan– 北海道大学と日本学術振興会共催 2013 年 11 月 27 日-28 日於，ヘルシンキ大 
学，参加人数：60 名 

 
工藤 岳 企画集会「Plant-pollinator interactions at the community scale」，第 61 回日本生態学会大会， 

広島国際会議場，2014 年 3 月 18 日，参加人数：150 名 
 
 
物質機能科学部門  
無し 
 
 

５−３ サバティカル研修 

   氏 名 職 名 所 属 期 間 

古月 文志 教授 
統合環境科学部門 

（環境適応科学分野） 
平成２５年４月１日～平成２６年１月３１日 
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５−４ 外国人研究者の来訪 

 
統合環境科学部門  
渡邉 悌二 

・ドイツ連邦共和国，Free University of Berlin, Professor Hermann Kreutzmann, 2012 年 7 月 25 日-31 日 

・ネパール連邦民主共和国，Trabhuvan University, Lecturer Dhananjay Regimi, 2012 年 8 月 26 日-31 日 

 
沖野 龍文 

・マレーシア Universiti Malaysia Sabah, Professor Charles S. Vairappan, 2014 年 2月 5日 

 
古月 文志 

・（北海道大学総長表敬訪問）中華人民共和国，北京工業大学 鄭吉春 教授 御一行 2013 年 12 月 11 日 

 

蔵崎 正明 
・中国，大連工科大学，教授，Xie QUAN，2013 年 8 月 12 日-8 月 13 日 

・中国，大連工科大学，准教授，Ying ZHANG，2013 年 8月 12 日-8 月 13 日 

・中国，大連工科大学，准教授，Sen QIAO，2013 年 8月 12 日-8 月 13 日 

・ミャンマー連邦共和国，ヤンゴン大学，教授，San San Aye，2014 年 3月 16 日-2014 年 3月 21 日 

 
渡邉 悌二 

・ドイツ連邦共和国，Free University of Berlin, Professor Hermann Kreutzmann, 2013 年 7月 24 日-8 月 

1 日 

 

地球圏科学部門  
吉川 久幸 

・ベトナム社会主義共和国，国家大学ホーチミン校科学大学，物理学研究科長 Le Vu Tuan Hung，海洋物理学

部門長 Vo Luong Hong Phuoc，2013 年 2月 23 日-26 日 

・ベトナム社会主義共和国，国家大学ハノイ校科学大学，環境科学研究科長 Ngyen Xuan Hai，環境科学副研

究科長 Ngyen Manh Khai，2013 年 3 月 10 日-12 日 

 

鈴木 光次 

・ポルトガル共和国，リスボン大学，博士研究員，Ana C. Brito，2013 年 4月 3 日-8 月 3日（H25 年度日本

学術振興会博士研究員（欧米短期）） 

・アメリカ合衆国，アメリカ航空宇宙局（NASA），上級研究員，Stanford B. Hooker，2014 年 3月 7日-12 日 

 

杉本 敦子 

・ロシア連邦, ロシア北東連邦大学, 副学長, Vasily Vasilyev, 2013 年 11 月 2日-9 日 

・ロシア連邦, ロシア科学アカデミー寒冷圏生物学研究所, 部長, Trofim Maximov, 2013 年 11 月 2日-9 日 

・ロシア連邦, ロシア北東連邦大学，上級研究員，Popova Alexandra，2013 年 12 月 20 日-2014 年 1月 7 日 

・ロシア連邦, ロシアウラジオストク極東地質学研究所，安定同位体研究室長 Tatiana Velivetckaia，2013

年 2月 15 日-19 日 

・ノルウェー王国，トロムソ大学，准教授，Elisabeth Cooper, 2014 年 2月 10 日 

 
堀之内 武 

・アメリカ合衆国，Coastal Carolina 大学，教授，Varabut Limpasuvan, 2013 年 7 月 9 日-8 月 3 日 
 

環境生物科学部門  
森川 正章 

フィンランド共和国，ヘルシンキ大学，講師，Dr. Tuomas HALTIA，2013 年 10 月 29 日-11 月 10 日 
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甲山 隆司 

アメリカ合衆国，University of California, Berkeley，Matthew D. Potts (Assistant Professor)，2013 年

12 月 15 日-19 日 

 

工藤 岳 

ノルウェー王国，トロムソ大学，教授，Dr. Elisabeth J. Cooper, 2014 年 2 月 5日-14 日 

 

物質機能科学部門  

無し 
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５−５協定 

国際交流：部局間交流協定 
 国名 機関名 締結日 備考 

1 アメリカ合衆国 
イリノイ大学大学院シカゴ校 
UIC Graduate College, The University of Illinois 
at Chicago 

平成5年7月14日  

2 インドネシア共和国 パランカラヤ大学 
University of Palangka Raya 

平成7年3月16日 
（更新：平成15年11月21日） ※ 

3 連合王国（イギリス） ノッチンガム大学 
University of Nottingham 

平成8年2月9日 
（廃止：平成14年2月6日）  

4 ネパール連邦民主共和国 トリブバン大学科学技術研究科 
Tribhuvan University 

平成9年10月17日 
（更新：平成17年1月20日） ※ 

5 中華人民共和国 
蘭州大学資源環境学院 
School of Earth and Environmental Sciences, 
Lanzhou University 

平成9年11月17日 ※ 

6 マレーシア 
マレーシアサバ大学科学技術研究科 
School of Science and Technology, Universiti 
Malaysia Sabah 

平成10年1月16日 
（廃止：平成15年1月15日）  

7 中華人民共和国 
廈門大学海洋科学・環境科学院 
The College of the Environment and Ecology, 
Xiamen University 

平成20年7月31日 ※ 

8 パキスタン・イスラム共和
国 

カラチ大学 
Faculty of Science, University of Karachi 

平成20年9月29日 
（廃止：平成22年9月29日）  

9 ロシア連邦 
ロシア科学アカデミー極東支部・ロシア極東地質
学研究所 
Far Eastern Geological Institute, Far Eastern 
Branch of Russian Academy of Sciences 

平成20年11月27日 
（更新：平成25年12月2日）  

10 ロシア連邦 
ロシア科学アカデミーシベリア支部・寒冷圏生物
研究所 
Institute for Biological Problems of Cryolithozone, 
Siberian Branch of Russian Academy of Sciences 

平成20年12月2日 
（更新：平成25年12月2日）  

11 ロシア連邦 サハ共和国 ヤクーツク国立大学（現 北東連邦大学） 
Yakutsk State University 平成20年12月3日  

12 インドネシア共和国 
イスラム大学 
Faculty of Civil Engineering and Planning, Islamic 
University of Indonesia 

平成20年12月11日  

13 モンゴル国 
モンゴル科学アカデミー地理学研究所 
Institute of Geography of Mongolican Academy of 
Sciences 

平成21年2月18日 
（更新：平成26年3月31日）  

14 モンゴル国 モンゴル国立大学生態学研究科 
Faculty of Biology, National University of Mongoria 

平成21年2月18日 
（更新：平成26年3月31日）  

15 モンゴル国 
国家気象水文環境監査省水文気象研究所 
Institute of Meteorology and Hydrology of National 
Agency for Meteorological, Hydrolorogical and 
Environmental Monitoring 

平成21年2月19日 
（更新：平成26年3月31日）  

16 ロシア連邦 
ロシア科学アカデミーシベリア支部・メリニコフ
永久凍土研究所 
Melnikov Permafrost Institute, Siberian Branch of 
Russian Academy of Sciences 

平成22年2月1日 
（更新：平成26年2月5日）  

17 ロシア連邦 
ロシア科学アカデミーシベリア支部・北方先住民
族研究所 
Institute of The Indigenous Peoples of The North, 
Siberian Branch of Russian Academy of Sciences 

平成22年2月1日 
（更新：平成26年2月5日）  

18 ロシア連邦 

ロシア科学アカデミー・チュメニサイエンスセン
ター 及び ロシアチュメニ石油ガス大学 
Tyumen Science Center, Siberian Branch of Russian 
Academy of Science & Research Institute of Cryogenic 
Resources 
Tyumen State Oil and Gas University 

平成22年11月22日  

19 オランダ王国 
自由大学 地球生命科学科 
Faculty of Earth and Life Sciencies, Vrije Universiteit 

平成22年12月13日  

20 バングラデシュ人民共和国 ジャハンギルナガル大学 
Jahangirnagar University 平成24年1月26日  
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 国名 機関名 締結日 備考 

21 ドイツ連邦民主共和国 
GEOMAR –ヘルムホルツ キール海洋研究センター 
GEOMAR | Helmholtz Centre for Ocean Research 
Kiel 

平成24年5月31日  

22 中華民国（台湾） 
国立東華大学 
College of Environmental Studies, National Dong Hwa 
University 

平成24年6月25日  

23 アメリカ合衆国 
ユタ大学大学院・ナノ研究所 
Graduate School/ Nano Institute of Utah, University 
of Utah 

平成25年1月22日  

24 マレーシア 
マレーシア サバ大学 熱帯生物保全研究所 
Institute for Tropical Biology and Conservation, 
Universiti Malaysia Sabah 

平成26年2月5日  

※ 後日，大学間交流締結 

 
国際交流：大学間交流協定 

 国名 機関名 締結日 備考 

1 大韓民国 ソウル大学校 
Seoul National University 

平成9年10月1日 
（更新：平成14年10月1日， 
平成19年10月1日） 

 

2 大韓民国 釜慶大学校 
Pukyong National University 

平成12年10月25日 
（更新：平成17年10月25日， 
平成22年10月25日） 

 

3 中華人民共和国 南開大学 
Nankai University 

平成18年5月11日 
（更新：平成23年5月11日）  

4 インドネシア共和国 パランカラヤ大学 
University of Palangka Raya 

平成18年8月26日 
（更新：平成23年8月26日） ※ 

5 スイス連邦 スイス連邦工科大学 
Swiss Federal Institute of Technology Zurich (ETH) 

平成19年6月13日 
（更新：平成23年6月13日） ※ 

6 ロシア連邦 極東連邦総合大学  
Far Eastern Federal University 平成19年11月12日  

7 オーストラリア連邦 タスマニア大学 
University of Tasmania 平成21年1月9日  

8 インドネシア共和国 ボゴール農業大学 
Bogor Agricultural University 平成21年7月29日  

9 中華人民共和国 蘭州大学 
Lanzhou University 平成22年4月9日  

10 ネパール連邦民主共和国 トリブバン大学 
Tribhuvan University 平成22年10月24日 ※ 

11 中華人民共和国 東南大学 
Southeast University 平成22年10月29日 ※ 

12 中華人民共和国 廈門大学 
Xiamen University 平成22年11月25日  

13 中華人民共和国 西北農林科技大学 
Northwest A&F University 平成23年10月13日  

14 大韓民国 成均館大学校 
Sungkyunkwan University 平成24年12月27日  

15 インドネシア共和国 バンドン工科大学  
Institut Teknologi Bandung 平成26年3月20日  

※：責任部局として参画 
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５−６国際的な委員会等の委員 
 
統合環境科学部門  
渡邉 悌二，Executive Director of GLP (Global Land Project) Sapporo Nodal Office, Himalayan Journal of 

Sciences 誌編集委員，International Geographical Union 山岳コミッション・リエゾン 
Sir Edmund Hillary Mountain Legacy Medal (The Environment and Planning Program and 
the Royal Melbourne Institute of Technology University)選考委員 

 
山中 康裕，MAREMIP(海洋生態系モデル相互比較研究プロジェクト)共同議長 

CARBOCEAN(EU 海洋炭素循環プロジェクト)国際アドバイサリー委員 
 
地球圏科学部門  
藤原 正智，2014 WMO/UNEP Ozone Assessment, Chapter 2, Co-author (2013-2014)  
藤原 正智  International Commission on the Middle Atmosphere (ICMA), Member ( 年 月より)  
藤原 正智 SPARC Reanalysis Intercomparison Project (S-RIP), Co-lead (2011 年 月より)  
藤原 正智 GRUAN Task Team Radiosonde, Co-chair, ( 年より)  
藤原 正智 GCOS/AOPC, Working Group on GRUAN, Member 年 月より

 
平田 貴文，International Ocean Colour Coordinating Group, Scientific Member  
平田 貴文，Satellite PFT Algorithm Intercomparison Project, Chair 
平田 貴文，Marine Ecossytem Model Intercomparison Project, Executive Officer（2014 年 3 月で終了） 
 
鈴木 光次，European Geosciences Union (EGU) journal Biogeosciences, 編集委員（2009 年 10 月より） 
 
山本 正伸，Integrated Ocean Drilling Program, Curatorial Advisory Board member 
 
杉本 敦子，International Arctic Science Committee (IASC), Terrestrial Working Group member,  

International Science Initiative in the Russian Arctic (ISIRA) member 
 
堀之内 武，International Commission on the Middle Atmosphere (ICMA), Member（2008 年(着任)以前よ 

り） 
 
環境生物科学部門  
大原 雅，Plant Species Biology誌編集委員長 
 
森川 正章，International Steering Committee on Duckweed Research and Application委員 
森川 正章，Archaea 編集委員 
森川 正章，Open Biotechnology 編集委員 
森川 正章，Journal of Petroleum and Environmental Biotechnology 編集委員 
 
鷲尾 健司，Journal of Rice Research 誌編集委員 
鷲尾 健司，International Journal of Plant Biology & Research 誌編集委員 
 
物質機能科学部門  
無し 
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Ⅲ 教育活動
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１ 学部での講義・演習 
統合環境科学部門 

講義名 単位数 担当教員 担当コマ数（ コマ＝ 時間）

気候変動を科学する 山中 康裕

環境科学 その基礎と応用

田中 俊逸

露崎 史朗

石川 守

藤井 賢彦

根岸淳二郎

沖野 龍文

荒井 眞一

豊田 和宏

化学Ⅰ

田中 俊逸

豊田 和宏

化学Ⅱ 沖野 龍文

基礎自然科学実験 沖野 龍文

海と湖と火山と森林の自然 露崎 史朗

エコキャンパス － 森林編 － 露崎 史朗

露崎 史朗

北大のサステナビリティ学最前線 荒井 眞一

地球圏科学部門 
講義名 単位数 担当教員 担当コマ数（ コマ＝ 時間）

変わりゆく地球環境

山本 正伸

入野 智久

山下 洋平

杉本 敦子 



− 52 −

講義名 単位数 担当教員 担当コマ数（1 コマ＝1.5 時間） 

気候変動を科学する

谷本 陽一

藤原 正智

長谷部文雄

堀之内 武

大気と海洋の環境変化

吉川 久幸

渡辺 豊

鈴木 光次

亀山 宗彦

山下 洋平

河村 公隆

西岡 純

関 宰

一般教育演習

（フレッシュマンセミナー）

海と空の流れの科学

久保川 厚

水田 元太

藤原 正智

物理学Ⅰ 久保川 厚

地球惑星科学実験Ⅱ 長谷部文雄

地球惑星科学実験Ⅱ

山本 正伸

入野 智久

地球環境学

山下 洋平

山本 正伸

杉本 敦子
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講義名 単位数 担当教員 担当コマ数（ コマ＝ 時間）

古海洋学 入野 智久

科学・技術の世界 気象学入門 藤原 正智

現代地球惑星科学概論１ 長谷部文雄

海洋地質学 入野 智久

巡る空と海 長谷部文雄

 
 
環境生物科学部門 

講義名 単位数 担当教員 担当コマ数（1 コマ＝1.5 時間） 

一般教育演習

（フレッシュマンセミナー）

極限環境微生物学入門

奥山英登志

一般教育演習

（フレッシュマンセミナー）

遺伝子デザイン学入門

山崎 健一

生物学Ⅰ

奥山英登志

山崎 健一

森川 正章

生物学Ⅱ

三浦 徹

鈴木 仁

大原 雅

野田 隆史

木村 正人

細胞生化学 奥山英登志

生態学の基礎 鈴木 仁

生物多様性概論

木村 正人

大原 雅

鷲尾 健司

三浦 徹

生態系における共生と多様性

木村 正人

大原 雅

三浦 徹
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講義名 単位数 担当教員 担当コマ数（1 コマ＝1.5 時間） 

環境生物学Ⅰ 森川 正章

環境分子生物学
奥山英登志

山崎 健一

生態学実習
木村 正人

大原 雅

環境生物学実習

奥山英登志

鷲尾 健司

山崎 健一

森川 正章

遺伝学実習 吉田 磨仁

多様性生物学Ⅱ 鈴木 仁

多様性生物学Ⅲ

木村 正人

大原 雅

三浦 徹

細胞生物学Ⅰ 奥山英登志

細胞生物学Ⅱ 山崎 健一

機能生物学Ⅰ 森川 正章

ゲノム科学 山崎 健一

環境生物学Ⅲ
奥山英登志

山崎 健一

環境生物学Ⅱ

大原 雅

鈴木 仁

三浦 徹

生物多様性

鈴木 仁

大原 雅

野田 隆史

自然科学実験（生物系） 鷲尾 健司

英語演習 生物学で学ぶ英語 鷲尾 健司

強化教育法（理科Ⅱ） 鷲尾 健司
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物質機能科学部門 
講義名 単位数 担当教員 担当コマ数 

自然科学実験

廣川 淳

神谷 裕一

小西 克明

松田 冬彦

山田 幸司

七分 勇勝

坂入 信夫

中田 耕

川口 俊一

中村 博

梅澤 大樹

八木 一三

嶋津 克明

化学Ⅰ

八木 一三

神谷 裕一

中村 博

廣川 淳

川口 俊一

化学Ⅱ

坂入 信夫

松田 冬彦

小西 克明

山田 幸司

生命有機化学 坂入 信夫

基礎自然科学実験 嶋津 克明
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２ 卒業研究指導 
  
統合環境科学部門 

なし 
 
地球圏科学部門 

指導教員：杉本  敦子 人数：２人 
指導教員：山本  正伸 人数：２人 
指導教員：山下  洋平 人数：１人 
指導教員：入野  智久 人数：１人 
指導教員：長谷部 文雄 人数：１人 

 
環境生物科学部門 

指導教員：森川 正章 人数：２人 
指導教員：大原  雅 人数：３人 
指導教員：三浦  徹 人数：２人 
指導教員：山崎 健一 人数：１人 

 
物質機能科学部門 

指導教員：坂入 信夫 人数：１人 
 
３ 研究生等受け入れ状況 
  １４名 
 
４ インターンシップ 
   ２名  
 
５ 研究指導受託学生 

    ４名 
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６ 非常勤講師 
 

 氏名（大学名） 
1 露崎 史朗（北海道教育大学） 
2 田中 俊逸（室蘭工業大学） 
3 田中 俊逸（放送大学） 
4 藤井 賢彦（山口大学） 
5 杉本 敦子（三重大学） 
6 入野 智久（東海大学） 
7 久保川 厚（神戸大学） 
8 長谷川文雄（北海道教育大学） 
9 工藤  岳（札幌医科大学） 

10 大原  雅（愛知教育大学） 
11 大原  雅（上智大学） 
12 野田 隆史（千葉大学） 
13 坂入 信夫（藤女子大学） 
14 松田 冬彦（北海学園大学） 
15 荒井 眞一（筑波大学） 
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Ⅳ 社会貢献
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１ 公開講座 

タイトル：東日本東北沖大地震と北海道 
 

講義題目：「観光産業への被害と観光のこれから」

「福島第一原発事故とこれから～泊原発を考える」

「デジタル地図で考える津波危険地域の住民避難」

「 津波に学び，正しく畏れる」

「放射性物質で汚染された土壌の修復は可能か」

「放射能は世界を巡る」

２ 施設公開 

タイトル：知ってなるほど 環境科学 
 
期間：平成２５年６月８日（土）〜６月９日（日） 
参加者：１，０８９名（大人６８４名・子ども４０５名） 
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３ 国・地方公共団体等の委員 

 
 
 
 

 
 

1 荒井 眞一（環境省） 
2 入野 智久（日本学術会議） 
3 大原 雅（札幌市） 
4 沖野 龍文（日本学術振興会） 
5 木村 正人（国立遺伝学研究所） 
6 工藤 岳（環境省） 
7 工藤 岳（日本学術振興会） 
8 久保川 厚（日本学術振興会） 
9 蔵崎 正明（石狩市） 

10 小西 克明（科学技術振興機構） 
11 坂入 信夫（札幌市） 
12 佐竹 暁子（文部科学省） 
13 杉本 敦子（文部科学省） 
14 杉本 敦子（日本学術振興会） 
15 田中 俊逸（北海道） 
16 田中 俊逸（日本学術振興会） 
17 谷本 陽一（気象庁） 
18 中村 博（日本学術振興会） 
19 根岸 淳二郎（北海道） 
20 野田 隆史（日本学術振興会） 
21 平田 貴文（気象庁） 
22 藤原 正智（日本学術会議） 
23 藤原 正智（日本学術振興会） 
24 堀之内 武（気象庁） 
25 堀之内 武（文部科学省） 
26 三浦 徹（日本学術振興会） 
27 山中 康裕（北海道） 
28 山中 康裕（日本学術会議） 
29 山中 康裕（占冠村） 
30 山本 正伸（日本学術振興会） 
31 吉川 久幸（国立環境研究所） 
32 渡邉 悌二（日本学術振興会） 
33 渡辺 豊（日本学術会議） 
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Ⅴ 施設・設備 
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１ 図書 
 
図書（研究院の保有図書、新規購入図書） 
 冊数 
蔵書冊数（冊） 19,291 
増加冊数（冊） 409 
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２ 主要研究機器 
 
【質量分析測定装置等】 
安定同位体比質量分析システム（MAT252 with CONFLOII,サーモ サイエンティフィック） 
安定同位体比質量分析システム（MAT253, サーモ サイエンティフィック） 
安定同位体比質量分析システム（delta-V, サーモ サイエンティフィック） 
安定同位体比質量分析システム（delta-S, サーモ サイエンティフィック） 
ICP質量分析計 （HP4500） 

ICP質量分析計 （SPQ-6500, Seiko） 

環境分子精密質量解析装置（micrOTOF focus, ブルガー ダルトニクス） 

LC/MS (LCQ classic/ HP1100, サーモ サイエンティフィック) 
MALDI-TOF-MS (AXIMA CFR, 島津製作所) 
 
【分子構造・化学結合決定関連装置等】 
円二色性分散計 （J720, 日本分光）   

遺伝子解析装置：塩基配列自動解析装置（3130 ジェネティックアナライザー、ABI; Applied 
Biosystems） 
フーリエ変換赤外分光装置（FTS 60A/ 896, Bio Red） 
CCD搭載型単結晶X線構造解析装置（SMART APEX II, ブルカー エイエックスエス） 
固体高分解能核磁気共鳴装置（バイオスピン ASX-300, ブルカー バイオスピン） 
高分解能核磁気共鳴装置（Excalibur, 日本電子） 
X線光電子分光装置（XPS-7000, リガク） 
 
【元素・成分分析装置等】 
全自動栄養塩分析装置（QuAAtro, Bran-Luebbe）   

蛍光・発光・吸光測定装置（フルオロスキャンアセントFL/マルチスキャンJX、サーモ サイエ

ンティフィック） 

全有機炭素系（TOC5000A、島津製作所） 

 
【顕微鏡】 
走査型電子顕微鏡（S-2400, 日立製作所） 

走査型プローブ顕微鏡（SPM、Nanoscope III, Veeco） 
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【純水製造装置・培養室】 
蒸留水製造装置（オートスチル WA73, ヤマト）   

純水製造装置（Milli-RX45, ミリポア；Gradient-A10, ミリポア） 

水生生物培養室 

低バックグランドゲルマニウム半導体検出器   

 

 

３ 施設等の安全管理 
 
３−１ 安全管理 

実施項目 
実施時期 

実施内容 
平成２５年度 

防災訓練 ５月８日 

化学薬品吸着の取り扱い，排風機の取り

扱い，AEDの使用方法，防火・防災に関

するスライド上映，防火シャッター・防

火戸設備の操作，屋内消火栓の操作 

安全教育 ４月〜５月 

「安全の手引き」，「安全の手引きCD
版」，「化学薬品の取扱いについて」，

「安全マニュアル 環境科学院」を活用

して安全教育を各研究室単位で実施 

職場巡視 １１月 
教職員の安全管理に関する意識の高揚

を図り，労働災害等の発生を防止するた

め，全ての実験室・居室等を対象に実施 
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３−２ 施設配置図と避難経路 
※大学院地球環境科学研究院部分 

 
 

 
※矢印（←）は避難経路を示す 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院規程 
 

平成１７年４月１日 
海 大 達 第 ５ ０ 号 

 
  (趣旨) 

第１条 この規程は，国立大学法人北海道大学組織規則(平成 16 年海大達第 31号)27 条の４ 

第４項の規定に基づき，大学院地球環境科学研究院(以下「本研究院」という。)の組織及 

び運営について定めるものとする。 

   (目的) 

第２条  本研究院は，地球環境問題の解決と対応に関する研究を行うことを目的とする。 

   (部門及び分野) 

第３条  本研究院に，次の部門及び分野を置く。 

  統合環境科学部門 

   自然環境保全分野 

   環境地理学分野 

   環境適応科学分野 

   実践・地球環境科学分野 

  地球圏科学部門 

   環境変動解析学分野 

   化学物質循環学分野 

   大気海洋物理学分野 

   気候力学分野 

  環境生物科学部門 

   陸域生態学分野 

   生態保全学分野 

   生態遺伝学分野 

   環境分子生物学分野 

  物質機能科学部門 

   生体物質科学分野 

   機能材料化学分野 

   分子材料化学分野 

   (職員) 

第４条 本研究院に，研究院長その他必要な職員を置く。 

   (研究院長) 

第５条 研究院長は，本研究院の専任の教授をもって充てる。 

２ 研究院長は，本研究院の業務を掌理する。 

   (副研究院長) 

第６条 本研究院に，副研究院長を置く。 

２ 副研究院長は，本研究院の専任の教授をもって充てる。 

３ 副研究院長は，研究院長の職務を助け，研究院長に事故があるときは，その職務を代行 

する。 

   (教授会) 

第７条 本研究院に，本研究院に関する重要事項を審議するため，教授会を置く。 

２ 教授会の組織及び運営については，教授会の議を経て，研究院長が別に定める。 

  (研究生) 

第８条 本研究院において特定の専門事項について研究しようとする者がある場合は，本研 

究院において適当と認め，かつ，支障のないときに限りこれを研究生として許可する。 

２ 研究生の受入れについては，北海道大学研究生規程(平成３年海大達第３号)の定めると 

ころによる。 
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   (雑則) 

第９条 この規程に定めるもののほか，本研究院の運営に関し必要な事項は，教授会の議を経て，研究院

長が定める。 

    附 則 

  この規程は，平成 17年４月１日から施行する。 

    附 則(平成 19年４月１日海大達第 141 号) 

  この規程は，平成 19年４月１日から施行し，平成 18 年４月１日から適用する。 

    附 則(平成 23年４月１日海大達第 122 号) 

  この規程は，平成 23年４月１日から施行する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院教授会内規 
 

〔平成 17 年４月１日制定〕 
   第１章  趣旨 
（設置） 

第１条 この内規は，北海道大学大学院地球環境科学研究院規程（平成 17 年海大達第 50号）第７ 
条第２項の規定に基づき，北海道大学大学院地球環境科学研究院教授会（以下「教授会」とい 
う。）の組織及び運営について定めるものとする。 

   第２章  教授会 
（構成） 

第２条 教授会は，北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」という。）の教授， 
准教授，講師及び助教をもって構成する。 

  （審議事項） 
第３条 教授会は，次に掲げる事項を審議する。 
  (1) 研究等の組織に関する事項 
  (2) 教員の人事に関する事項 
  (3) その他本研究院の組織及び運営に関する重要事項 
  （会議の招集及び議長） 
第４条 研究院長は，教授会を招集し，その議長となる。 
２  研究院長に事故があるときは，副研究院長又はあらかじめ研究院長の指名する者がその職務を 

代行する。 
  （議事） 
第５条 教授会は，構成員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。ただし，外国出張 
中，海外研修旅行中及び休職期間中により出席できない者は，定足数算定の基礎数に算入しない。 

２ 教授会の議事は，出席構成員の過半数をもって決するものとする。 
３ ２項の規定にかかわらず，定足数及び議決方法について別段の定めがある場合は，その定める 

ところによる。 
（構成員以外の者の出席） 

第６条 教授会が必要と認めたときは，教授会に構成員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聴
くことができる。 
（議事録） 

第７条 研究院長は，教授会の議事録を作成し，教授会の確認を得なければならない。 
（庶務） 

第８条 教授会の庶務は，環境科学事務部において処理する。 
      第３章 研究院長 
  （選考の時期） 
第９条 研究院長候補者の選考は，次の各号のいずれかに該当するときに，教授会の選挙によりこ
れを行う。 

  (1) 研究院長の任期が満了するとき。 
  (2) 研究院長の辞任の申出を教授会が了承したとき。 
  (3) 研究院長が欠けたとき。 
２ 選挙は，前項第１号に該当するときは任期満了の日の 20 日前までに，同項第２号又は第３号に

該当するときは速やかに行うものとする。 
３ 研究院長は，第１項第１号に該当するときは，教授会の議に基づき選挙の日時を決定し，選挙を

行う日の 20 日前までに公示するとともに，選挙の有権者に通知しなければならない。ただし，や
むを得ない場合には，教授会の議に基づき，この期間を短縮することができる。 

  （被選考資格者） 
第 10 条  研究院長候補者の被選考資格者（以下「被選考資格者」という。）は，本研究院の教授と
する。 

  （選考の方法） 
第 11 条  教授会は，前条に規定する被選考資格者を対象として投票により候補者を選考する。 
２ 前項の教授会は，構成員の３分の２以上の出席によって成立する。ただし，外国出張中，海外研 

修旅行中及び休職期間中により出席できない者は，定足数算定の基礎数に算入しない。 
３ 投票は，単記無記名投票とし，代理投票は認めない。 
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４ 定められた選挙の日時に投票することができない者（公示の前日から投票日まで引き続き海外
渡航中である者を除く。）は，あらかじめ研究院長が交付する用紙により投票することができる。 

５  前項の投票は，開票時前に研究院長のもとに到着していなければならない。 
  （候補者の決定） 
第 12 条  研究院長候補者の決定は，次に定めるところによる。 
  (1) 有効投票の過半数を得た者を研究院長候補者とする。 
  (2) 有効投票の過半数を得た者がないときは，得票多数の２名の者（末位に得票同数の者がいる

場合にあっては，年長の者）について，出席した構成員により再投票を行い，得票多数の者を研
究院長候補者とする。ただし，得票同数であるときは，年長の者を研究院長候補者とする。 

  （任期） 
第 13 条  研究院長の任期は，２年とする。 
２ 研究院長は，再任されることができる。ただし，引き続き４年を超えることができない。 
      第４章  副研究院長 
  （候補者の選考） 
第 14 条 副研究院長の選考については，第９条，第 10 条，第 11 条第１項，第２項及び第３項並び
に第 12 条の規定を準用する。 

  （任期） 
第 15 条 副研究院長の任期は，２年とする。ただし，教授会が必要と認めた場合は，その任期の末
日を，研究院長の任期の末日以前とすることができる。 

２ 副研究院長は，再任されることができる。 
      第５章  研究院長補佐 
  （研究院長補佐の設置） 
第 16 条 研究院に研究院長補佐を置く。 
 （研究院長補佐の責務） 
第 17 条 研究院長補佐は，研究院長及び副研究院長を補佐し，研究院の運営にあたる。 
  （候補者の選考） 
第 18 条  研究院長補佐は研究院教授会構成員の中から若干名を置き、研究院長が任命する。 
  （任期） 
第 19 条 研究院長補佐の任期は，２年とする。ただし，教授会が必要と認めた場合は，その任期
の末日を，研究院長の任期の末日以前とすることができる。 

２ 研究院長補佐は，再任されることができる。 
      第６章  教員の選考 
  （人事委員会の設置） 
第 20 条 研究院長は，教員に欠員が生じた場合又は生ずることが明らかになった場合は，教員候補

者の選考を行わせるため，欠員となる教員の所属する部門及び研究院にそれぞれ人事委員会を設
置し，これらを教授会に報告しなければならない。 

２  部門に設置した人事委員会は，教員候補者を決定したときは，速やかに研究院長に報告しなけ
ればならない。 

３  研究院長は，前項の報告があったときは，研究院に設置した人事委員会において当該教員候補
者の選考内容について審議し，その結果を教授会に報告しなければならない。 

  （委任） 
第 21 条  教員の選考について，前条に定めるもののほか必要な事項は，教授会の議を経て研究院長
が別に定める。 

  （候補者の決定） 
第 22 条 教授会は，研究院長の報告に基づき審議の上，教員の候補者を決定する。 
２  前項の決定は，出席構成員の過半数の賛成によるものでなければならない。 
      第７章  雜則 
  （内規の改正） 
第 23 条  この内規は，教授会において出席構成員の３分の２以上の賛成がなければ，改正すること

ができない。 
  （雑則） 
第 24 条  この内規に定めるもののほか，教授会の組織及び運営に関し必要な事項は，教授会の議を
経て，研究院長が定める。 
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附  則 
 この内規は，平成 17年４月１日から施行する。 
      附  則 
 この内規は，平成 19年４月１日から施行する。 
      附  則 
 この内規は，平成 22年３月９日から施行する。 
      附  則 
 この内規は，平成 25年４月１日から施行する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院点検評価内規 
 

（趣旨） 
第１条 この内規は，国立大学法人北海道大学評価規程（平成 16 年海大達第 68 号）に基づき，北海道

大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」という ）の教育研究活動等の状況について行う

点検及び評価に関し，必要な事項を定める。 
（委員会） 
第２条 本研究院に，次に掲げる事項を行うため，北海道大学大学院地球環境科学研究院点検評価委員

会（以下「委員会」という。）を置く。 
本研究院の点検及び評価の基本方針並びに実施基準等の策定に関すること。

本研究院の点検及び評価の実施に関すること。

 本研究院の点検及び評価に関する報告書（以下「点検評価報告書」という。）の作成及び公表に

関すること。 
本研究院の点検及び評価結果の学外者による検証の実施に関すること。

 大学評価・学位授与機構による大学評価事業の実施に関すること。 
（組織） 
第３条 委員会は，次に掲げる者をもって組織する。 

研究院長

副研究院長及び研究院長補佐

各部門長

事務長

その他研究院長が必要と認めた者 若干名 
２ 前項第５号の委員は研究院長が委嘱し，任期は２年とする。ただし，再任されることができる。 
（委員長及び会議の招集） 
第４条 委員会に委員長を置き，研究院長をもって充てる。 
２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 
３ 委員長は，委員の半数以上から要請があったときは，委員会を招集しなければならない。 
（議事） 
第５条 委員会は，委員の半数以上が出席しなければ議事を開き，議決することができない。 
２ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 
（専門委員会） 
第６条 委員会に，点検及び評価に係る専門的事項を処理するため，専門委員会を置くことができる。 
２ 専門委員会に関し必要な事項は，委員会が別に定める。 
（点検評価事項） 
第７条 委員会は，毎年度教育研究活動等の状況に点検及び評価を行う。 
２ 前項の点検評価及び評価の結果について，必要な範囲で取りまとめ，報告書等として公表する。 
（点検評価結果の対応） 
第８条 研究院長は，委員会が行った点検及び評価の結果に基づき，改善が必要と認められるものにつ

いて，その改善に努める。 
２ 研究院長は，本研究院の関連する委員会において改善策を検討することが適当と認められるものに

ついては，当該委員会に付託する。 
（庶務） 
第９条 委員会の庶務は，環境科学事務部総務係において処理する。 
（雑則） 
第 条 この内規に定めるもののほか 本研究院の点検及び評価に関し必要な事項は，委員会が別に定

める。 
附 則 

この内規は，平成１７年５月１２日から施行し，平成１７年４月１日から適用する。  
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北海道大学大学院地球環境科学研究院安全管理委員会内規

（設置）
第１条 北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」という。）に，職員及び学
生等 以下「職員等」という。）の安全確保に必要な措置を講ずるため，北海道大学大学院
地球環境科学研究院安全管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。
（目的）

第２条 委員会は，本研究院職員等の安全管理及び安全教育の徹底を図ることを目的とする。
（他の法令等との関係）

第３条 委員会の任務は，他の法令等及び他委員会の所掌に属するもののほか，本研究院職員
等の安全確保を任務とする。
（任務）

第４条 委員会は，次に掲げる事項を任務とする。
施設，設備の点検及び改善指導に関すること。
安全意識の高揚と安全教育の普及に関すること。
安全教育の手引書の作成に関すること。
その他安全に関する重要事項

（組織）
第５条 委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。

研究院長
副研究院長及び研究院長補佐のうちから １名
各部門の教授又は准教授のうちから １名
本研究院の安全管理者，安全管理担当者

（ ）本研究院の有害廃液管理責任者
その他研究院長が必要と認めた者 若干名

２ 前項第２号から第６号までの委員は，研究院長が委嘱する。
（委員長）

第６条 委員会に委員長を置き，研究院長をもって充てる。
２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。
３ 委員長に事故があるときは，第５条第１項第２号の委員がその職務を代行する。
（専門委員会）

第７条 委員会に，特定の課題又は専門的事項について調査検討を行わせるため，専門委員会
を置くことができる。

２ 専門委員会の委員は，委員会の議を経て研究院長が委嘱する。
（委員以外の者の出席）

第８条 委員長が必要と認めたときは，委員以外の者を委員会に出席させて，その者から説明
又は意見を聴くことができる。
（庶務）

第９条 委員会及び専門委員会の庶務は，環境科学事務部会計係において処理する。
（雑則）

第 条 この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が別に定め
る。

附 則
この内規は，平成 年５月 日から施行し，平成 年４月１日から適用する。

附 則
この内規は，平成 年４月１日から施行する。

附 則
この内規は，平成 年４月１日から施行する。  
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北海道大学大学院地球環境科学研究院大型実験機器管理委員会内規 
 
 （趣旨） 
第１条 北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「研究院」という。）における大型実験機
器 (以下「大型機器」という。）の適正な運営を図るため，北海道大学大学院地球環境科学研
究院大型実験機器管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

  （大型機器） 
第２条  大型機器は，研究院が要求した設備一式の購入価格が１千万円以上の機器とする。 
２ 前項の規定にかかわらず，研究院長が必要と認めた場合は，大型機器とすることができる。 
 （業務） 
第３条  委員会は，研究院長の諮問に応じ，次の各号に掲げる事項について審議し，研究院長
に報告するものとする。 

  (1) 大型機器の利用計画に関すること。 
  (2) 大型機器の維持管理に関すること。 
  (3) その他大型機器に関する必要な事項 
  （組織） 
第４条  委員会は，次の各号に掲げる者をもって組織する。 
  (1) 各部門の教授又は准教授 １名 
  (2) 研究院長が必要と認めた者 若干名 
２  前項の委員は，研究院長が委嘱する。 
  （任期） 
第５条  前項の委員の任期は，１年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間と

する。 
２  前項の委員は，再任されることができる。 
  （委員長） 
第６条  委員会に委員長を置き，委員の互選により選出する。 
２  委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 
３  委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 
  （委員以外の者の出席） 
第７条  委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を委員会に出席させて，その者から説明又

は意見を聴くことができる。 
  （管理担当者） 
第８条  委員会は，個々の大型機器について，管理を担当する者（以下「管理担当者」という。）

を選出し，研究院長が委嘱する。 
２  管理担当者は，当該機器について，委員会が定める管理運営の方針に基づき管理業務を行う。 
  （庶務） 
第９条  委員会の事務は，環境科学事務部会計係において処理する。 
  （その他） 
第 10 条  この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関する必要な事項は，委員会の議を経

て研究院長が別に定める。 
    附 則 
  この内規は，平成 17 年５月 12 日から施行し，平成 17 年４月１日から適用する。 
    附 則 
  この内規は，平成 19 年４月１日から施行する。 
    附 則 
  この内規は，平成 23 年６月２日から施行し，平成 23 年４月１日から適用する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院仕様策定委員会内規 
 
（設置） 
第１条 国立大学法人北海道大学における大型設備の調達に係る仕様策定等に関する国立大学法人北海

道大学における取扱細則（平成 16 年７年 30 日総長裁定）第３条第１項の規定に基づき，北海道大

学大学院地球環境科学研究院仕様策定委員会（以下「委員会」という。)を置く。 

（申請） 
第２条 本研究院において，調達しようとする設備（以下「設備」という。) の仕様の策定を必要とす

る場合は，研究院長に申請するものとする。 
（審議対象） 
第３条 委員会の審議対象は，原則として予定価格が 1,000 万円以上のものとする。 

（任務） 

第４条 委員会は，研究院長の諮問に応じ，設備の仕様策定に関し，次に掲げる事項について専門的観

点から審議する。 

(1) 設備の機能及び性能等に関すること。 

(2) 設備に関する関係資料等の収集に関すること。 

(3) その他仕様の策定に関し必要と認める事項 

２ 委員会は，関係資料の収集に当たって可能な限り多数の供給者から幅広く，かつ，公平に行うもの

とする。 

３ 仕様内容は，教育研究上等の必要性に配慮しつつも可能な限り必要最小限のものとし，競争性が確

保されるような仕様を策定するものとする。 

４ 委員会は，仕様内容原案を，可能な限り，多数の供給者に対して公平に説明会を開くことなどによ

り説明を行い，供給者からの意見を聴取した上で仕様内容を決定するものとする。 

５ 委員会は，仕様の策定過程において，教育研究上等の必要性により機種が特定されることが想定さ

れる場合には，仕様内容の決定前に，研究院長の承認を得るものとする。 

６ 委員会は，開催の都度審議内容についての仕様策定審議録を作成するものとする。 

（組織） 

第５条 委員会は，研究院長がその都度委嘱する５名以上の者をもって組織し，うち１名は事務長を委

嘱するものとする。 

２ 研究院長が必要と認めた場合は，他の学部等又は他大学等の職員を仕様策定委員に委嘱することが

できる。 

３ 研究院長は，仕様策定委員の委嘱に当たっては書面により委嘱するものとする。 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き，委員の互選により選出する。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

（報告） 

第７条 委員会は，仕様を決定したときは，第４条第６項の仕様策定審議録を添付して報告するものと

する。 

（事務） 

第８条 委員会の事務は，環境科学事務部会計係で処理する。 

（その他） 

第９条 この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，研究院長が別に定める。 

    附 則 

この内規は，平成 17 年５月 12 日から施行し，平成 17 年４月１日から適用する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院機種選定委員会内規 
 
 （趣旨） 
第１条 この内規は 北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」という。） に国立大学法

人北海道大学における設備の調達に係る機種選定に関する取扱細則（平成 16年７年 30日総長裁定）

第７条の規定に基づき，北海道大学大学院地球環境科学研究院機種選定委員会（以下「委員会」とい

う。)の組織及び運営について定めるものとする。 
 （申請） 
第２条 本研究院において，調達しようとする設備（以下「設備」という。) の機種の選定を行う必要

がある場合は，研究院長に申請するものとする。 
 （審議対象） 
第３条 委員会の審議対象は，原則として予定価格が 500 万円を超える設備とする。 
２ 前項にかかわらず，予定価格が 1,000 万円未満の設備であって研究院長が委員会に諮問する必要が

ないと認めた場合は，複数の者を指名することにより機種の選定を行うことができるものとする。 
 （任務） 
第４条 委員会は，研究院長の諮問に応じ，設備の機種選定を適正に行うため，次に掲げる事項につい

て専門的観点から審議する。 
(1) 設備の機能及び性能等に関すること。 

(2) 類似機種に関すること。 

(3) 特定銘柄の選定に関すること。 

(4) その他設備の機種選定に関し必要と認める事項 
２ 委員会は，予定価格が 1,000 万円以上の設備の調達において，仕様の策定過程で，教育研究上等の

必要性により銘柄が特定されることが予想される場合で，研究院長がやむを得ないと認めた場合は，

仕様策定委員会で決定された仕様内容を基に機種の選定を行う。 
３ 委員会は，開催の都度，審議内容についての機種選定審議録を作成する。 
 （組織） 
第５条 委員会は，研究院長がその都度指名する３名以上の者をもって組織する。 
 （委員長） 
第６条 委員会に委員長を置き，委員の内より選出する。 
２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 
 （委員以外の者の出席） 
第７条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を委員会に出席させて，その者から説明又は意見

を聴くことができる。 
 （報告） 
第８条 委員会は，設備の機種を選定したときは，機種選定理由書を作成し，第４条第３項の機種選定

審議録を添付して研究院長に報告するものとする。 
 （事務） 
第９条 委員会の事務は，環境科学事務部会計係で処理する。 
 （その他） 
第 10 条 この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，研究院長が別に定める。 
    附 則 

この内規は，平成 17 年５月 12 日から施行し，平成 17 年４月１日から適用する。 
  



− 90 −

90 
 

北海道大学大学院地球境科学研究院受託研究等の受入れに関する内規 
 
（目的） 
第１条 この内規は，北海道大学受託研究取扱規程（昭和 年海大達第１号）（以下「受託研究規程」

という。），北海道大学共同研究取扱規程（昭和 年海大達第１号）（以下「共同研究規程」という。）

及び北海道大学受託研究員規定（昭和 年海大達第１７号）（以下「受託研究員規程」という。）に

基づき，北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」という。）における受託研究，民

間等外部の機関との共同研究及び受託研究員（以下「受託研究等」という。）の受入れに関し必要な

事項を定め，もって，受託研究等の受入れ及び実施を適切に行うことを目的とする。 
（委員会） 
第２条 受託研究規程第５条第２項，共同研究規程第５条第２項及び受託研究員規程第４条第３項に基

づき，審議機関として本研究院に受託研究等受入委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（委員会の組織） 
第３条 委員会は，大学院地球環境科学研究院長（以下「研究院長」という。），副研究院長，研究院長

補佐及び部門長をもって組織する。 
（委員長） 
第４条 委員会に委員長を置き，研究院長をもって充てる。 
（委員以外の者の出席） 
第５条 委員会は，必要に応じて委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができる。 
（委員会への付議） 
第６条 受託研究等の受入れの申し出があった場合，研究院長は速やかに委員会に付議するものとする。 
（教授会への報告） 
第７条 委員会において，受託研究等を受入れることが決定された場合，研究院長はその旨を教授会に

報告しなければならない。 
（その他） 
第８条 この内規に定めるもののほか，受託研究等の受入れ及び実施に関し必要な事項は，委員会の議

を経て研究院長が別に定めることができる。 
附 則 

この内規は，平成 年５月 日から施行し，平成 年４月１日から適用する。
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北海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防規程 
 

（目的） 
第１条 この規程は，放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和 年法律第

号。以下「防止法」という。）及び電離放射線障害防止規則（昭和 年９月 日労働省令第 号。

以下「電離則」という。）に基づき，北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」とい

う。）における放射性同位元素，放射線発生装置及び放射性同位元素によって汚染された物（以下「放

射性同位元素等」という。）の取扱いを規制することにより，これらによる放射線障害を防止し，も

って本研究院内外の安全を確保することを目的とする。

（定義） 
第２条 この規程において「放射性同位元素」とは，防止法第２条第２項及び電離則第２条第２項に規

定する放射性同位元素をいう。 
２ この規程において「放射線発生装置」とは，防止法第２条第４項に規定する放射線発生装置をいう。 

（組織） 
第３条 本研究院における放射性同位元素等の取り扱いに従事する者及び安全管理に関する組織は，北

海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防規程細則（以下「細則」という。）に定める。 
（安全委員会） 

第４条 本研究院の放射性同位元素等による放射線障害の防止を適切に実施するために，北海道大学大

学院地球環境科学研究院放射線障害予防安全委員会（以下「安全委員会」という。）を置く。 
２ 安全委員会の組織及び運営については，北海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防安全

委員会内規に定める。 
（主任者及びその代理者） 

第５条 放射線障害の防止について監督を行わせるため，本研究院の放射性同位元素等を取り扱う施設

（以下「放射線施設」という。）に，放射線取扱主任者（以下「主任者」という。）を置く。 
２ 主任者は，防止法第 条第１項に規定する放射線取扱主任者の資格を有する者のうちから，北海道

大学大学院地球環境科学研究院長（以下「研究院長」という。）が選任する。

３ 主任者が，旅行，疾病その他の事故により，その職務を行うことができない場合は，その職務を代

行させるため，主任者の代理者を置かなければならない。

４ 主任者の代理者の選任については，第２項の規定を準用する。 
５ 主任者の職務を補助するため，主任者補佐を置く。 

（主任者の職務） 
第６条 主任者は，防止法，電離則及びこの規程の定めるところに従い，本研究院における放射線障害

の防止に努め，放射線施設に立ち入る者に対し，放射線障害の防止に関し必要な指導監督を行うと

ともに，次の業務を行う。 
放射性同位元素等の受入・払出，使用，保管，廃棄及び運搬の管理

放射線障害予防規程の制定及び改廃への参画

放射線施設の改廃等に係る計画への参画

法令に基づく申請，届出，報告書等の作成及び審査

放射線施設における立入検査等の立会い

研究院長に対する意見の具申

放射性同位元素等の受入・払出，使用，保管，廃棄及び運搬に係る帳簿，書類等の保管及び監

査 
事故等の原因調査への参画

施設及び設備の調査点検並びに地震等の災害時の調査点検に関すること

その他放射線障害防止に関する必要事項 
（研究院長の責務） 

第７条 研究院長は，本研究院における放射線障害の防止並びに放射線施設の維持及び管理に関し総括

するものとする。 
２ 研究院長は，前項の措置の実施に当たっては，主任者の意見を尊重しなければならない。 
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３ 研究院長は，防止法第 条の２第１項の規定に基づき，３年を超えない期間毎に主任者に定期講習

を受けさせなければならない。

（取扱者の登録）

第８条 放射性同位元素等の取扱い，管理又はこれに付随する業務（以下「取扱等業務」という。）に従

事しようとする者（管理区域に立ち入らない者及び一時的に立ち入る者を除く。）は，研究院長に登

録の申請をしなければならない。

２ 前項の登録を申請した者は，第 条に規定する教育訓練及び第 条に規定する健康診断を受けな

ければならない。

３ 研究院長は，第１項による登録の申請があったときは，前項の教育訓練を受けた者で，健康診断の

結果，可とされた者のうち，取扱等業務に従事することが適当と認める者について登録するものとす

る。

４ 登録は，その年度内に限り効力を有するものとする。

５ 登録されている者がその年度を超えて登録を継続しようとするときは，第１項及び第２項の規定に

準じて，登録更新の申請をするものとする。

６ 研究院長は，前項の規定による登録更新の申請があったときは，取扱等業務を継続することが適当

と認める者について登録するものとする。

７ 研究院長は，第３項及び前項の規定により登録した者（以下「取扱者」という。）の氏名を主任者に

通知するものとする。

（取扱者手帳の交付及び携行）

第９条 研究院長は，取扱者に放射性同位元素等取扱者手帳（以下「取扱者手帳」という。）を交付する。

２ 取扱者は，取扱等業務に従事するときは，取扱者手帳を携行するものとし，主任者から提示を求め

られたときは，これを提示しなければならない。

（放射線施設の新設及び改廃）

第 条 放射線施設を新設又は改廃しようとするときは，研究院長は，安全委員会の議を得て行うも

のとする。

２ 前項において，研究院長は，放射線障害の防止に関して北海道大学総長（以下「総長」という。）及

び管理委員会と事前に協議しなければならない。

３ 研究院長は，放射線施設の新設又は改廃が完了したときは，その旨を総長及び管理委員会に報告し

なければならない。

（放射線施設の維持管理）

第 条 研究院長は，放射線施設の位置，構造及び設備が法令に定める技術上の基準に適合するよう，

６月を超えない期間に１回以上施設の点検を行い，その結果異常を認めたときは，修理等の必要な

措置を講じなければならない。

２ 前項の点検に係る実施項目及び点検者については，研究院長が定めるものとする。

（放射線施設の調査点検）

第 条 研究院長は，管理委員会が行う定期又は臨時の放射線施設への立入り又は記録簿等による放

射線施設の維持管理及び放射性同意元素等の取扱いの状況について調査点検を受け，その結果に基

づき適切な措置を講じなければならない。

（使用の許可等）

第 条 取扱者は，使用する放射性同位元素等（放射性同位元素によって汚染された物を除く。以下

この条において同じ。 の使用計画について放射性同位元素取扱計画書を主任者に提出し，その許可

を得なければならない。

２ 取扱者は，放射性同位元素等を新たに入手しようとするとき又は前項で許可を得た使用方法を変更

しようとするときは，主任者の許可を得なければならない。

３ 主任者は，密封されていない放射性同位元素（以下「非密封放射性同位元素」という。）の使用数量

が１日最大使用数量，３ヶ月間使用数量及び年間使用数量を超えないように管理するものとする。

（放射性同位元素等の受入及び払出）

第 条 主任者は，放射性同位元素等の受入れ又は払出しの都度，その内容を確認し，放射性同位元
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素の種類及び数量，受入れ又は払出し年月日，受入れ又は払出し先が放射性同位元素受入記録簿又

は放射性同位元素払出記録簿に記帳されていることを確認しなければならない。

（放射性同位元素等を使用する場合の共通的遵守事項）

第 条 放射性同位元素等（放射性同位元素によって汚染された物を除く。以下この条において同じ。）

を使用する場合には，取扱者は主任者の指示に従い，次に掲げる事項を厳守して人体の受ける線量

をできる限り少なくするとともに，環境への放射性同位元素等の放出の防止に努めなければならな

い。

放射性同位元素等は，所定の使用施設において使用すること。

初めて取扱等業務に従事する者又は取扱等業務従事経験の少ない者は，経験者と共に作業する

こと。

使用施設は，常に整理整とんし，不必要な機器類を持ち込まないこと。

放射線測定器を携行する等，被ばく管理を適切に行うこと。

作業室その他放射性物質を吸入摂取し，又は経口摂取するおそれのある場所において飲食及び

喫煙を行わないこと。

主任者は，使用に係る放射性同位元素の種類及び数量，使用年月日，目的，方法及び場所，使

用に従事する者の氏名が記帳されていることを確認しなければならない。

２ 放射線施設には，当該施設内の目につきやすいところに放射線障害の防止に必要な注意事項を掲示

すること。

（非密封放射性同位元素を使用する場合の遵守事項）

第 条 非密封放射性同位元素を使用する場合には，前条に定めるもののほか，次に掲げる事項を厳

守しなければならない。

実験方法について十分に準備研究し，放射線障害の発生するおそれが最も少ない使用方法を採

用すること。

作業室に立ち入るとき又は作業室から退出するときは，所定の作業衣，ゴム手袋，履物等を着

脱すること。

実験操作は，原則としてフード又はグローブボックス内で行い，かつ，直接皮膚粘膜等に放射

性同位元素を付着させないようにすること。

作業を開始するときは，あらかじめ作業場所の汚染の有無を検査し，汚染の無いことを確認す

ること。

作業中は，身体各部，作業衣，器具，実験台等の汚染の有無を随時検査し，汚染を発見したと

きは，直ちに除去，脱衣等の措置をとるものとし，除去することが困難な場合は，主任者に申

し出てその指示を受けること。

作業中に生じた放射性廃棄物のほか，清掃，汚染の除去等により生じた汚染物もすべて放射性

廃棄物として，第 条の定めるところにより廃棄すること。

放射性同位元素を投与した動物の飼育，処理等については，特に呼気，じんあい等による空気

の汚染に注意すること。

誤って人体及び施設等に大量の汚染を生じ，又は生じた疑いがあるときは，直ちに主任者に報

告すること。

作業が終了したときは，作業場所の汚染の有無を検査し，汚染の無いことを確認した後，作業

室から退出すること。

管理区域からは，できるだけ物品を持ち出さないこと。やむを得ず持ち出すときは，主任者の

許可を得ること。

作業室及び廃棄作業室から退出するときは，所定の場所で身体各部，衣服，履物等の汚染の有

無を検査し，汚染がある場合は，これを除去すること。

１日の使用が終了したときは，放射性同位元素保管・使用記録簿及び廃棄記録簿に所定事項を

記入し，主任者に提出すること。

（表示付認証機器を使用する場合の遵守事項）

第 条 表示付認証機器を使用する場合には，次に掲げる事項を厳守しなければならない。

機器をみだりに移動しないこと。
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機器の使用条件を正常に保ち，放射性同位元素の漏えいが起こらないように注意すること。

機器の形状及び被覆状態を変更しないこと。

使用記録等については，第 条第 項第 号に規定する記録簿に必要事項を記入し，主任者

の検認を受けること。

（密封された放射性同位元素を使用する場合の遵守事項）

第 条 前条に該当するもの以外で密封された放射性同位元素（以下「密封線源」という。）を使用す

る場合には，第 条に定めるもののほか，次に掲げる事項を厳守しなければならない。

密封線源は，開封又は破壊のおそれのない条件で使用するとともに，表面汚染の有無を定期的

に検査すること。

密封線源の管理を適切に行い，その所在を常に確かめること。

密封線源を移動して使用するときは，使用後直ちに紛失，漏えい等異常の有無を放射線測定器

により点検すること。

使用の都度，密封線源の使用記録に所定事項を記入し，主任者に提出すること。

（放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物の持込み，持ち出し等）

第 条 放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物を放射線施設内に持ち込み，又は

放射線施設外に持ち出す場合には，主任者の許可を得なければならない。

（管理区域への立入制限）

第 条 取扱者以外の者が管理区域内に立ち入るときは，あらかじめ主任者の許可を得るとともにそ

の指示に従わなければならない。

（保管）

第 条 放射性同位元素の保管については，取扱者は主任者の指示に従い，次に掲げる事項を厳守し

なければならない。

放射性同位元素は，所定の貯蔵施設において保管すること。

その日の放射性同位元素の使用が終了したときは，必ず所定の貯蔵施設に保管すること。ただ

し，これが困難な場合には，主任者の許可を得て，使用施設の所定の場所に保管することがで

きる。この場合は，種類，数量及び取扱者名を明示し，所定の標識を付けること。

放射性同位元素を貯蔵施設に持ち込み，又は貯蔵施設から持ち出すときは，その都度，持込者，

持出者，種類，数量等を記録すること。

主任者は，保管に係る放射性同位元素の種類及び数量，保管の期間，方法及び場所，保管に従

事する者の氏名が記帳されていることを確認しなければならない。

（学内運搬）

第 条 放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物を北海道大学の同一敷地内におい

て運搬する場合には，放射性同意元素等の運搬の年月日，運搬の方法，荷受人は荷送人及び運搬を

委託された者の氏名，運搬に従事する者の氏名等を記録するとともに，取扱者は主任者の指示に従

い，これを所定の容器に封入し，容器及びこれを運搬する車両等の表面における１センチメートル

線量当量率が２ミリシーベルト毎時を，表面から１メートル離れた位置における１センチメートル

線量当量率が マイクロシーベルト毎時をそれぞれ超えないようにし，かつ，容器の表面の放射

性同位元素の密度が表面密度限度の 分の１を超えないようにすること。

（学外運搬）

第 条 放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物を学外において運搬する場合には，

放射性同意元素等の運搬の年月日，運搬の方法，荷受人は荷送人及び運搬を委託された者の氏名，

運搬に従事する者の氏名等を記録するとともに，取扱者は主任者の指示に従い，放射性同位元素等

による放射線障害の防止に関する法律施行規則（昭和 年総理府令第 号。以下「防止法施行規

則」という。）第 条の３に定める放射性輸送物とし，Ｌ型，Ａ型，ＢＭ型又はＢＵ型に分類して

運搬しなければならない。

（廃棄）

第 条 放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物を廃棄する場合には，取扱者は主

任者の指示に従い，次に掲げる事項を厳守しなければならない。

廃棄物は，その物理的及び化学的性状による区分により，廃棄前の処置を厳密に行い，保管廃
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棄，排水設備による廃棄，排気設備による廃棄又は焼却装置による焼却をすること。

保管廃棄は，所定の容器に封入して容器にその内容を明示し，かつ，汚染の広がりを防止する

処置をして保管廃棄設備に貯蔵すること。

排水設備による廃棄は，排水設備の排水口における排液中の放射性同位元素の濃度を監視し，

その濃度を防止法施行規則第 条第１項第５号に規定する濃度限度以下にするように必要な処

置をすること。

排気設備による廃棄は，排気設備の排気口における排気中の放射性同位元素の濃度を監視し，

その濃度を防止法施行規則第 条第１項第２号に規定する濃度限度以下にするように必要な処

置をすること。

焼却は，廃棄業者に依頼して焼却すること。

主任者は，廃棄に係る放射性同位元素の種類及び数量，廃棄の年月日，方法及び場所，廃棄に

従事する者の氏名が記帳されていることを確認しなければならない。

（測定）

第 条 研究院長の指名する者（以下「測定者」という。）は，放射線障害が発生するおそれのある場

所における放射線の量及び放射性同位元素による汚染の状況並びに空気中の放射性物質の濃度の測

定を，取扱開始前及び取扱いを開始してからは１月を超えない期間ごとに１回実施し，測定日時，

測定箇所，測定をした者の氏名，放射線測定器の種類及び型式，測定方法及び測定結果を所定の記

録簿に記録しなければならない。

２ 測定者は，放射線障害が発生するおそれのある場所に立ち入った者についての外部被ばく及び内部

被ばくによる線量並びに放射性同位元素による汚染の状況を測定し，測定結果を所定の記録簿に記録

しなければならない。ただし，取扱者以外の者で，管理区域に一時的に立ち入る者の実効線量が

マイクロシーベルトを超えるおそれのないときはこの限りでない。

３ 外部被ばくによる線量の測定は，管理区域に立ち入っている間継続して行い，４月１日，７月１日，

月１日及び１月１日を始期とする各３月間（女子にあっては毎月１日を始期とする１月間）並びに

４月１日を始期とする１年間について測定結果を集計し，測定対象者の氏名，測定した者の氏名，放

射線測定器の種類及び型式，測定方法，測定部位及び測定結果を所定の記録簿に記録するものとする。

４ 内部被ばくによる線量の測定は，放射性同位元素を誤って吸入摂取又は経口摂取したとき及び放射

性同位元素を吸入摂取又は経口摂取するおそれのある場所に立ち入る者にあっては，３月（女子にあ

っては１月）を超えない期間毎に１回測定し，測定日時，測定対象者の氏名，測定した者の氏名，放

射線測定器の種類及び型式，測定方法，測定結果を測定の都度所定の記録簿に記録するものとする。

ただし，内部被ばくの実測が困難である場合は計算によって求めるものとする。

５ 放射性同位元素による汚染の状況の測定は，非密封放射性同位元素を取り扱う施設に立ち入る者に

ついて，当該施設から退出するときに行い，手，足等の人体部位の表面が表面密度限度を超えて放射

性同位元素により汚染され，その汚染を容易に除去することができない場合に限り，測定日時，測定

対象者の氏名，測定した者の氏名，放射線測定器の種類及び型式，汚染の状況，測定方法，測定部位

及び測定結果を測定の都度所定の記録簿に記録するものとする。

６ 測定者は，前３項の測定結果から，実効線量及び等価線量を４月１日，７月１日， 月１日及び１

月１日を始期とする各３月間（女子にあっては毎月１日を始期とする１月間）並びに４月１日を始期

とする１年間について当該期間ごとに算定し，算定の都度，算定年月日，対象者の氏名，算定した者

の氏名，算定対象期間，実効線量，等価線量及び組織名を所定の記録簿に記録しなければならない。

７ 前項の実効線量を算定した結果，４月１日を始期とする１年間についての実効線量が ミリシーベ

ルトを超えた場合は，当該１年間を含む平成１３年４月１日以後５年ごとに区分した各５年間及び当

該年度の４月１日を始期とする５年間について累積実効線量（４月１日を始期とする１年間ごとに算

定された実効線量の合計）を毎年度集計し，集計年月日，対象者の氏名，集計者の氏名，集計対象期

間，累積実効線量を所定の記録簿に記録しなければならない。

８ 第１項及び第３項から前項までの記録簿は，記録の都度主任者の確認を受けなければならない。

９ 研究院長は，第１項及び第３項から第７項までの記録を保存（第１項の記録については，５年間と

する。）するとともに，主任者が必要と判断した場合には，第３項から第７項までの記録の写しを取

扱者へ交付しなければならない。
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（教育訓練）

第 条 管理区域に立ち入る者及び取扱等業務に従事する者は，放射線障害の発生を防止するために

必要な教育及び訓練を受けなければならない。

２ 研究院長は，管理委員会と連携し，取扱者（取扱者としての登録を申請した者を含む。以下この条

において同じ。）に対し，初めて管理区域に立ち入る前又は取扱等業務に従事する前にあっては，次

に掲げる項目及び時間数の教育及び訓練を，管理区域に立ち入った後又は取扱等業務の開始後にあっ

ては，１年を超えない期間ごとに当該項目の教育及び訓練を実施しなければならない。

放射線の人体に与える影響 分以上

放射性同位元素等の安全取扱４時間以上

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法令１時間以上

北海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防規程 分以上

その他放射線施設における放射線障害の発生の防止に必要な事項

３ 取扱等業務に従事しない者であって，管理区域に一時的に立ち入る者に対する教育訓練は，放射線

障害の防止に関し必要な事項について行うものとする。

４ 研究院長は，第２項の教育及び訓練の一部又は全部に関し十分な知識及び技能を有していると認め

た者については，管理委員会に協議し，当該項目についての教育及び訓練を省略することができる。

５ 研究院長は，教育及び訓練の実施年月日，項目並びに当該教育及び訓練を受けた者の氏名を記帳し

なければならない。

（健康診断）

第 条 取扱者 取扱者としての登録を申請した者を含む。以下この条において同じ。 は，次に掲げ

る項目について健康診断を受けなければならない。

被ばく経歴の評価

末梢血液中の白血球数及び白血球百分率の検査

末梢血液中の赤血球数の検査及び血色素量又はヘマトクリット値の検査

目の検査

皮膚の検査

２ 前項の健康診断は，取扱者として登録する前に受けなければならない。

３ 取扱者は，第１項の健康診断を，取扱等業務に従事した後６月を超えない期間ごとに１回以上受け

なければならない。ただし，前年度において取扱等業務に従事していないか又は前年度の実効線量が

５ミリシーベルトを超えず，かつ，当該年度においても超えるおそれがない者で，北海道大学保健管

理センター所長（以下「保健管理センター所長」という。）が必要でないと認めたときは，第１項第

号から第 号までに掲げる検査項目を省略することができる。

４ 前項ただし書の規定により省略した場合であって，その後当該年度の実効線量が５ミリシーベルト

を超えた場合は，直ちに健康診断を受けなければならない。

５ 第３項の規定にかかわらず，取扱者が次の各号の一に該当する場合は，遅滞なく，健康診断を受け

なければならない。

放射性同位元素を誤って吸入摂取し，又は経口摂取したとき。

放射性同位元素により表面密度限度を超えて皮膚が汚染され，その汚染を容易に除去することが

できないとき。

放射性同位元素により皮膚の創傷面が汚染され，又は汚染されたおそれのあるとき。

実効線量限度又は等価線量限度を超えて放射線に被ばくし，又は被ばくしたおそれのあるとき。

６ 研究院長は，前５項の健康診断の実施について保健管理センター所長に依頼するものとする。

７ 研究院長は，保健管理センター所長から健康診断の結果の通知を受け，実施年月日，対象者の氏名，

健康診断を行った医師名，健康診断の結果，健康診断の結果に基づいて講じた措置を記録しなければ

ならない。

８ 研究院長は，前項の健康診断の結果の通知を受けたときは，通知の写しを取扱者に交付するととも

に，主任者に照査させなければならない。

（放射線障害を受けた者等に対する措置）

第 条 研究院長は，保健管理センター所長及び主任者の意見に基づき，放射線障害を受けた者又は
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受けたおそれのある者に対して，その程度に応じ，取扱時間の短縮，取扱いの制限等の措置をとると

ともに必要な保健指導を行うものとする。 

２ 研究院長は，過度の被ばくを受けた者が生じた場合は，その原因を調査し，適切な措置を取らなけ

ればならない。 

 （記録簿等） 

第 29 条 放射線施設に次に掲げる記録簿等を備え，主任者が管理するものとする。 

(1) 放射性同位元素使用計画書綴簿 

(2) 放射性同位元素受入記録簿 

(3) 放射線施設入室記録簿 

(4) 放射性同位元素保管・使用記録簿 

(5) 放射性同位元素廃棄記録簿 

(6) 管理測定記録簿 

(7) 汚染検査記録簿 

(8) 排水記録簿 

(9) 排気記録簿 

(10)運搬記録簿 

(11)表示付認証機器保管・使用・廃棄記録簿 

(12)放射性物質濃度記録簿 

(13)放射性同位元素払出記録簿 

２ 前項に掲げるもののほか，放射線施設に次に掲げる記録簿等を備え，北海道大学環境科学事務部に

おいて管理するものとする。 

(1) 放射性同位元素等取扱者登録申請書綴簿 

(2) 登録者名簿 

(3) 個人被ばく線量記録簿 

(4) 放射線施設点検記録簿 

(5) 教育訓練記録簿 

(6) 健康診断記録簿 

３ 前２項の記録簿等は，年度毎に閉鎖し，閉鎖後５年間保存しなければならない。ただし，前項第３

号及び第６号の記録簿については，永久保存とする。 

４ 第１項及び第２項の各号の記録簿等の様式は，研究院長が別に定める。 

 （盗難等の予防措置） 

第 30 条 主任者及び取扱者は，放射性同位元素について，盗取，所在不明その他の事故が生じないよう

に日常の管理に注意しなければならない。 

２ 主任者は，放射性同位元素等の保管状況について，定期に又は必要に応じて確認するものとする。 

３ 放射線施設の鍵は，主任者又は主任者補佐が保管管理するものとする。 

 （事故時の措置等） 

第 31 条 放射性同位元素に関し，次に掲げる事態が発生したときは，発見者は直ちに，主任者及び研究

院長に通報しなければならない。 

(1) 放射性同位元素等の盗難及び所在不明が生じたとき。 

(2) 放射性同位元素が異常に漏えいしたとき。 

(3) 取扱者について実効線量限度若しくは等価線量限度を超え，又は超えるおそれのある被ばくが

あったとき。 

(4) 前３号のほか，放射線障害が発生し，又は発生するおそれのあるとき。 

２ 研究院長は，前項の通報を受け，又は自らそれを知ったときは，その旨を直ちに，その状況及びそ

れに対する措置を 10 日以内に，総長を経由して文部科学大臣及び関係機関に報告しなければならな

い。 

３ 研究院長は，第１項第１号に該当する場合にあっては，これを警察署に遅滞なく届け出なければな

らない。 

 （危険時の措置等） 
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第 条 地震，火災その他の災害により，放射線障害が発生し，又はそのおそれのあるときは，発見

者は，直ちに細則に定める危険時の連絡体制により通報しなければならない。

２ 主任者及び研究院長は，前項の通報を受け，又は自らそれを知ったときは，その状況を判断し，放

射線障害を防止するため，次の措置を講ずるものとする。

放射線障害を受けたおそれのある者を直ちに救出すること。

危険区域に居るものを避難させること。

放射性同位元素等を他の場所に移す余裕のあるときは，これを安全な場所に移したのち，その

周囲に標識を設ける等により，関係者以外の立入を禁止すること。

汚染の除去の措置を講ずること。

必要に応じてガスの元栓を閉め，電源を切ること。

換気装置の運転を停止して，汚染の拡大を防ぐこと。

３ 研究院長は，法令の定めるところにより警察署，消防署等に直ちに通報し，これを総長に報告しな

ければならない。

４ 研究院長は，総長を経由して文部科学大臣及び関係機関に遅滞なく届け出なければならない。

（地震等の災害時における措置等）

第 条 主任者又は点検者は，地震，火災等の災害が発生したときは，第 条第２項の規定により研

究院長が定めた点検に係る実施項目について点検を行い，その結果を研究院長を経由して，総長に

報告しなければならない。

（管理委員会への報告）

第 条 研究院長は，前３条に掲げる事態が発生したときは，その状況及びそれに対する措置を管理

委員会に報告しなければならない。

（定期報告）

第 条 研究院長は，毎年 月 日から翌年 月 日までの期間について放射線管理状況報告書を作

成し，総長を経由して，文部科学大臣に報告しなければならない。

（取扱の制限）

第 条 主任者は，取扱者が法令又はこの規程に違反したときは，当該取扱者に放射線施設の使用を

一時中止させるとともに，研究院長に報告するものとする。

２ 研究院長は，前項の報告を受けた場合は安全委員会の議を経て，その取扱者に対し，放射性同位元

素等の取扱の制限，停止その他必要な措置をとるものとする。

（雑則）

第 条 この規程に定めるもののほか，放射線障害の防止に関し必要な事項は，安全委員会の議を経

て研究院長が別に定める。

附 則

１ この規定は，平成 年 月 日から施行する。

２ 北海道大学大学院地球環境科学研究科放射線障害予防内規及び北海道大学大学院地球環境科学

研究科エックス線障害予防内規は，廃止する。

附 則

この規定は，平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規定は，平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規定は，平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規程は，平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規程は，平成 年 月 日から施行する。
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北海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防安全委員会内規 
 

（趣旨） 
第１条 この内規は，北海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防規定第４条第２項の規定に

基づき，北海道大学大学院地球環境科学研究院放射線障害予防安全委員会（以下「安全委員会」と

いう。）の組織及び運営について定めるものとする。 
（任務） 

第２条 安全委員会は，次に掲げる事項を審議するとともに，放射線障害の防止について必要な措置の

実施に関し，北海道大学大学院地球環境科学研究院長（以下「研究院長」という ）に具申するもの

とする。 
放射線施設の新設，変更及び廃止に関する事項

放射線施設の管理状況に関する事項

放射線同位元素等の使用状況に関する事項

放射線作業従事者等の管理状況に関する事項

放射線作業従事者等の教育訓練に関する事項

その他放射線障害の防止に関する必要事項 
（組織） 

第３条 安全委員会は，次に掲げる者をもって組織する。 
放射線同位元素等使用分野から 若干名

放射線取扱主任者

その他研究院長が必要と認めた者 若干名 
２ 前項第１号及び第３号の委員は，研究院長が委嘱する。 

（委員長） 
第４条 安全委員会に委員長を置き，委員の互選により選出する。 
２ 委員長は，安全委員会を招集し，その議長となる。 
（委員以外の者の出席） 
第５条 安全委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を安全委員会に出席させて，その者から説明

又は意見を聞くことができる。 
（雑 則） 

第６条 この内規に定めるもののほか，安全委員会の運営に関し必要な事項は，安全委員会が別に定め

る。 
附 則 

この内規は，平成６年１２月１日から施行する。 
附 則 

この内規は，平成１７年５月１２日から施行し，平成１７年４月１日から適用する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院計量管理規定 
 

（目的） 
第１条 本規定は 核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法律」という。）第

条の８第１項の規定に基づいて，北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」とい

う。）における法律第 条の３第１項に定める国際規制物質の使用の承認を得た全ての核燃料物質

の計量及び管理（以下「計量管理」という。）に関する事項を定め，もって核燃料物質の適正な計量

管理を確保することを目的とする。 
（計量管理責任者） 

第２条 本研究院における核燃料物質の計量管理のために計量管理責任者を置くものとする。 
２ 本研究院における計量管理は，計量管理責任者の責任のもとに行う。 
３ 本研究院における計量管理責任者は，核燃料物質を取扱う分野の専任の教員のうちから研究院長が

選任するものとする。 
（核燃料物質計量管理区域の設定） 

第３条 本研究院における核燃料物質計量管理区域（以下「 」という。）は本研究院全体をもって

設定し，計量管理はこの を基礎として行う。 
２ 本研究院の の符号は とする。

（受入れ，払出し及び廃棄に関する手続） 
第４条 計量管理責任者は 核燃料物質の受入れ，払出し及び廃棄に立会い，当該受入れ，払出し及び

廃棄の数量をその都度記録するものとする。 
（消費，損失等に関する手続） 

第５条 計量管理責任者は，消費，損失等により核燃料物質の増減が生じた場合には，当該増減の数量

を毎月１回記録するものとする。 
（事故損失に関する手続） 

第６条 計量管理責任者は，事故により核燃料物質の損失が生じたとき又は生じたとみなされたときは，

その都度数量を確定し，記録するものとする。 
（記録） 

第７条 計量管理責任者は，第４条，第５条並びに第６条の記録を作成し，作成後 年間本研究院に保

存するものとする。 
２ 前項の記録には次の各号に定める事項を記録するものとする。 

在庫変動の日付

在庫変動の原因又は理由

受入れ又は払出し事業所名及び 名

供給当事国（日米協定の新旧の区分を含む 。）

核燃料物質の種類

核燃料物質の数量 
第８条 計量管理責任者は，供給当事国ごとの核燃料物質の種類別の在庫量に関する記録を毎月１回作

成し，作成後 年間本研究院に保存するものとする。 
（報告） 

第９条 計量管理責任者は，法律第 条第１項及び国際規制物資の使用に関する規則第７条第 項の

規定に基づく毎年１月１日から６月 日までの期間及び７月１日から 月 日までの期間の報告

書が当該期間の経過後１月後以内に文部科学省へ提出されていることを確認するものとする。 
附 則 

この規定は，平成７年 月５日から施行する。 
 
附 則 

この規定は，平成 年５月 日から施行し，平成 年４月１日から適用する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院図書室利用規程

設置

第１条 北海道大学大学院地球環境科学研究院 以下「本研究院」という。 に図書室を置く。

目的

第２条 図書室は，図書その他の学術情報資料 以下「図書等」という。 の収集，整理及び提

供を行うことにより，本研究院における教育及び研究の進展に資するとともに，広く学術の

発展に寄与することを目的とする。

図書の種類

第３条 図書室に所蔵する図書等の種類は次に掲げるとおりとする。

一般図書

参考図書 事典，辞典，便覧，目録，年鑑等

逐次刊行物

学位論文

特殊資料

）視聴覚資料等

利用の資格

第４条 図書室を利用できる者 以下「利用者」という。 は次に掲げる者とする。

本研究院の職員

北海道大学大学院環境科学院 以下「本学院」という。 の学生 聴講生，科目等履修生及

び研究生を含む。

北海道大学 以下「本学」という。 の名誉教授

本研究院又は本学院に受け入れた研究員，研修員等

本学の職員及び学生 第１号及び第２号に掲げる者を除く。

本学院，北海道大学大学院地球環境科学研究科及び北海道大学大学院環境科学研究科の修

了者

本学附属図書館において利用証の交付を受けた者

図書室の利用を申し出た学外者 前号に掲げる者を除く。

図書室の利用時間

第５条 図書室を利用することができる時間は，９時から 時までとする。

２ 前項の規定にかかわらず，本研究院及び本学院に所属する者は，夜間及び休室時に図書室

を利用することができる。

３ 前項の時間外利用の取り扱いは別に定める。

図書室を利用できない日

第６条 図書室を利用できない日は，次に掲げるとおりとする。



− 102 −

102 
 

日曜日及び土曜日

国民の祝日に関する法律 昭和 年法律第 号 に規定する休日

月 日から翌年１月３日まで

２ 前項に規定するもののほか，本研究院長が必要と認めたときは，臨時に図書室の利用を休

止させることができる。

目録の閲覧

第７条 研究院長は，図書室に所蔵図書等目録を置き，利用者の閲覧に供するものとする。

利用方法等の閲覧

第８条 研究院長は，図書室の所蔵図書等の利用の方法及び期間に関する定めを利用者の閲覧

に供するものとする。

図書等の閲覧

第９条 利用者は閲覧室の図書等を所定の場所において閲覧することができる。

図書等の貸出し

第 条 利用者は，図書館利用証又は学生証を提示の上，所定の手続きを経て図書等の貸出し

を受けることができる。ただし、利用者が第４条第８号に掲げる者であるときは，図書の貸

出しを受けることができない。

２ 図書室の貸出し冊数及び期間は次に掲げるとおりとする。

第４条第１号から第６号に掲げる者

一般図書１人３冊 日以内。逐次刊行物 人５冊３日以内。

第４条第７号に掲げる者

一般図書１人２冊 日以内

３ 利用者は，貸出しを受けた図書等を他の者に転貸してはならない。

貸出しの制限

第 条 前条の規定にかかわらず，利用者は次に掲げる図書等の貸出しを受けることがで き

ない。

１ 貴重図書

２ 参考図書 図書室が指定したもの

３ 学位論文

４ 新着雑誌

５ 特殊資料 視聴覚資料等

６ その他特に指定した図書資料

貸出し図書の返却

第 条 利用者は，貸出しを受ける図書等について，利用済み又は貸出し期間が満了したとき

は速やかに返却しなければならない。

２ 利用者が，利用の資格を失ったときは，貸出しを受けている図書を速やかに返却しなけれ
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ばならない。 

３  第１項の規定にかかわらず研究院長が必要と認めたときは，貸出し期間中であっても，貸

出図書の返却を求めることがある。 

 （文献複写） 

第13条 利用者は，教育，研究又は調査を目的とした図書等の複写(以下「文献複写」とい

う。)を依頼することができる。文献複写の取り扱い料金については，北海道大学附属図書 

館文献複写規程(昭和41年海大達第15号)及び北海道大学附属図書館文献複写料金規程(昭和 

41年海大達第16号)の規定を準用する。 

２  他機関から図書等の現物貸借，文献複写の依頼があったときは，研究院長が支障ないと認

める範囲で応じるものとする。 

  (参考調査及び情報検索) 

第14条 利用者は，次に掲げる事項について，指導を受けることができる。 

 (1) 文献検索上の指導及び助言 

 (2) 研究機関，研究者等の調査 

 (3) 学術文献の書誌的調査 

 (4) 学術文献の所在調査 

 (5) 図書等探索の援助 

  （利用責任) 

第15条 利用者は，図書等を汚損若しくは紛失したとき，又は機器その他の設備を損傷したと

きは，速やかに図書室職員に届け出なければならない。 

２ 図書等又は機器その他設備を汚損，紛失又は損傷した者には，弁償を求めることがある。 

  (利用の制限) 

第16条 図書室の利用については，次に揚げる場合を除き，利用の制限を行わないものとする。 

（1）図書等に独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）第

５条第１号及び第２号に揚げる情報が記録されていると認められる場合にあっては，当該

図書等（当該情報が記録されている部分に限る。）の一般の利用を制限すること。 

（2）図書等の全部又は一部を一定の期間公にしないことを条件に公文書等の管理に関する法

律（平成21年法律第66号）第２条第７項第４号に規定する法人等又は個人から寄贈又は寄

託を受けている場合にあっては，当該期間が経過するまでの間，当該図書等の全部又は一

部の一般の利用を制限すること。 

（3）図書等の原本を利用させることにより当該原本の破損若しくはその汚損を生ずるおそれ

がある場合又は当該原本が現に使用されている場合にあっては，当該原本の一般の利用の

方法又は期間を制限すること。 

２ 研究院長は，利用者がこの内規に違反したときは，図書室の利用を制限することができる。 

  (利用に関する特例) 
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第 条 一般図書は，部門，専攻，分野，コ－スにおいて二次的に保管し利用することができ

る。この場合において，当該一般図書の保管責任者は，当該組織で定めた職員とする。

２ 前項に規定する二次的保管の期間は，保管責任者の当該部門，分野，専攻，講座等に在席

する期間内とする。

３ 保管責任者は，保管期間中一般図書の整理若しくは点検等の必要が生じた場合は図書職員

の立会いのもとに照合を行うものとする

４ 保管責任者が転職又は退職をする場合は，保管責任者は事前に図書室へ申し出の上図書室

職員の立会いのもとに照合を行うものとする。

５ 第１項の規定により二次的に保管している一般図書を，他の者が利用を希望した場合は，

差し支えない限り当該部門，分野，専攻，コ－ス等の所定の手続きにより利用させることが

できる。

個人情報漏えいの防止

第 条 研究院長は，図書等に個人情報（生存する個人に関する情報であって，当該情報に含

まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することができ，それにより特定の個人を識別することができることとなるもの

を含む。）をいう。）が記録されている場合には，国立大学法人北海道大学個人情報管理規

程（平成 年海大達第 号）の規定に準じて，当該個人情報の漏えいの防止のための措置を

講ずるものとする。

雑 則

第 条 この規程に定めるもののほか，図書室の利用に関して必要な事項は，図書委員会の議

を経て研究院長が定める。

附 則

この規程は，平成 年 月６日から施行し，平成 年４月１日から適用する。

附 則

この規程は，平成 年５月 日から施行し，平成 年４月１日から適用する。
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北海道大学大学院地球環境科学研究院病原体等安全管理委員会内規 
 
 （設置） 
第１条 国立大学法人北海道大学病原体等安全管理規程（平成 15年海大達第 54 号。以下「規程」

という。）第８条の規定に基づき，北海道大学大学院地球環境科学研究院（以下「本研究院」
という。）に，北海道大学大学院地球環境科学研究院病原体等安全管理委員会（以下「委員会」
という。）を置く。 

 （任務） 
第２条 委員会は，本研究院において実施する病原体等を用いる実験の適否及び病原体等の安全
管理に関する事項について調査・審議することを任務とする。 

 （組織） 
第３条 委員会は，次に掲げる者をもって組織する。 
  (1) 規程第９条第１項の規定に基づき本研究院に置かれる管理責任者 
 (2) 病原体等を用いる実験に携わる教員 若干名 
  (3) 病原体等に関する研究を専門とする教員 若干名 
 (4) その他地球環境科学研究院長（以下「研究院長」という。）が必要と認めた者 若干名 
２ 前項第２号から第４号までの委員は，研究院長が委嘱する。 
 （任期） 
第４条 前条第１項第２号から第４号までの委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の
任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 前項の委員は，再任されることができる。 
 （委員長） 
第５条 委員会に委員長を置き，研究院長が指名する委員をもって充てる。 
２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 
３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 
（議事） 
第６条 委員会は，委員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。 
２ 審議の対象となる実験計画に関係のある委員は，当該実験計画の議事に加わることができな
い。 

３ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところ
による。 

 （委員以外の者の出席） 
第７条 委員会が必要と認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聴
くことができる。 

 （専門委員会） 
第８条  委員会に，専門的事項を審議するため，専門委員会を置くことができる。 
２ 専門委員会に関し必要な事項は，委員会が別に定める。 
 （庶務） 
第９条 委員会の庶務は，環境科学事務部学術助成係において処理する。 
  (雑則) 
第 10 条 この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が定める。  
   附 則 
１ この内規は，平成 19 年４月５日から施行する。 
２  この内規の施行後，最初に委嘱される第３条第１項第２号から第４号までの委員の任期は，
第４条第１項本文の規定にかかわらず，平成 21 年３月 31 日までとする。 

   附 則 
 この内規は，平成 22 年３月９日から施行し，平成 19 年６月１日から適用する。 
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北海道大学大学院地球環境科学研究院ヒトを対象とする研究倫理 
審査委員会内規 

 
 （設置） 
第１条 北海道大学大学院地球環境科学研究（以下「本研究院」という。）で行われるヒトを対象とす

る研究についての倫理に関する事項を世界医師会による「ヘルシンキ宣言」の趣旨に沿い審議する

ことを目的として，北海道大学大学院地球環境科学研究院ヒトを対象とする研究倫理審査委員会（以

下（委員会）という。）を置く。 
 （適用範囲） 
第２条 この内規におけるヒトを対象とする研究は，研究院で実施するすべての研究分野におけるヒ

トを直接の対象とする研究のうち，倫理的な問題を生じる可能性のある研究を対象とする。ただし，

別表に掲げる法律，省令及び指針等に該当する研究を除くものとする。 
（任務） 

第３条 委員会は，研究院の教員から申請された人を対象とする研究計画（以下「研究計画」という。）

の適否及びその他必要な事項について，次に掲げる倫理的観点及び科学的観点に基づき調査・審議

することを任務とする。 
（１） 研究対象者の人権の擁護のための配慮に関する事項 
（２） 研究対象者の理解を求め，同意を得る方法に関する事項 
（３） 研究の実施及び成果の利用に伴い生ずる研究対象者への不利益及び危険性に対する配慮に

関する事項 
（組織） 

第４条 委員会は，次に掲げる者をもって組織する。 
（１） 研究院長が指名する研究院の教員 若干名 
（２） 研究院長が必要と認めた北海道大学の教員 若干名 

２ 前項各号に掲げる者のほか，研究院長が必要と認めた場合は，ヒトを対象とする研究に関した優れ

た識見を有する者を加えることができるものとする。 
３ 第１項及び前項の委員は，研究院長が委嘱する。 
 （任期） 
第５条 前条第１項の委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間と

する。 
２ 前項の委員は，再任されることができる。 
（委員長） 
第６条 委員会に委員長を置き，委員の互選により選出する。 
２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 
３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 
（議事） 
第７条 委員会は，委員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。 
２ 審議対象となる研究計画に関係する委員は，当該研究計画の審査及び議決に加わることができな

い。 
３ 委員会は，前項の委員に出席を求め，研究計画の内容等について説明又は意見を聴くことができる。 
４ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 
（委員以外の者の出席） 
第８条 委員会が必要と認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聴くこ

とができる。 
（庶務） 
第９条 委員会の庶務は，環境科学事務部において処理する。 
（雑則） 
第１０条 この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が別に定める。 
    附 則 
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１ この内規は，平成２０年６月５日から施行する。 
２ この内規の施行後最初に委嘱される第４条第１項各号の委員の任期は，第５条第１項の規定に

かかわらず，平成２２年３月３１日までとする。 
 
 
別表（第２条関係） 
 
１． ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律（平成１２年法律第１４６号） 
２． 医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成９年厚生省令第２８号） 
３． 特定胚の取扱に関する指針（平成１３年文部科学省告示第１７３号） 
４． 疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省告示第２号） 
５． ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成１３年文部科学省・厚生労働省・経済産業省

告示第１号） 
６． 遺伝子治療臨床研究に関する指針（平成１３年文部科学省・厚生労働省告示第１号） 
７． 臨床研究に関する倫理指針（平成１５年厚生労働省告示第４５９号） 
８． ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針（平成１８年厚生労働省告示第２５５号） 
９． ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針（平成１３年文部科学省告示第１５５号） 
10．手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開発の在り方について（平成 10 年厚生省厚生科学審議

会答申） 
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